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1.はじめにー問題の所在と課題一

本稿の目的は，雲仙火山災害を典型的な対象事例として，自然的災害が被

害地域の住民，地域社会，および自治体行財政に及ぼす中長期的な災害の実

態を被害の全体像として総合的に解明し，かつ直接的被害を明らかにするだ

けではなく，被害全体の波及的・複合的な相互連関構造について究明するこ

とである。

1990年11月，雲仙普賢岳が198年ぶりに本格的な噴火をはじめてから，既

に2年余りがたつ。この間，雲仙岳の噴火は，地域の住民と経済社会に多様

かつ甚大な被害を与え，いまなお与えつづけている。雲仙火山災害の最大の

特徴は，それが人命の喪失のような絶対的損失をふくむ大規模災害であるだ

けでなく，中長期的な持続的災害となっていることである。

わが国は， I災害列島」といわれるほど，地理的・地形的に自然的災害を

うけやすい位置にあり，毎年大きな被害が発生している。「災害は忘れた頃

にやってくる」ということばは寺田寅彦の名言といわれるが，甚大な被害を

及ぼす自然的災害でさえ，実際には，忘れる間もなく頻発している。しかし，

通例，集中豪雨，豪雪，地震，台風などにともなう自然的災害は，大部分が

一時的・一過的な災害である。これに対して，雲仙火山災害はいまだに噴火

が継続中であり，いつ止むか先行き予断を許さない。かりに噴火がいますぐ

に止んだとしても，東京ドーム120杯分といわれる膨大な噴出溶岩は，何年

にもわたって大規模な土石流を断続的に引きおこし，被害を拡大するおそれ

が小さくない。本研究は，このような特徴をもっ雲仙火山災害を典型事例と

し，この災害による被害の全体像と相互連関的・複合的な被害構造の解明を

とおして，自然的災害一般における被害像と被害構造の究明に迫ろうとする

ものである。

このような研究課題の特徴とそれを設定する意義，および雲仙火山災害を

典型事例とする根拠について述べておこうo
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特徴と意義の第 lは，災害が社会に及ぼすインパクトを短期的に問題とす

るだけでなく，むしろ中長期的な影響を問題にしようとしていることである。

従来，災害が社会に与える影響についての研究は，そのほとんどすべてが，

災害直後の社会的インパクトの研究に集中してき7之もちろん，そのような

研究は重要であるし，また通常の災害が一時的・一過的な性格をもっ以上，

それには十分な理由が認められよう。しかし，水害や震災のように，ふつう

一過的な性格をもっと思われる災害であっても，一般にそれが甚大であれば

あるほど，災害は，地域社会に，短期的な人的・物的被害をもたらすだけで

はなく，被災地域の住民，家族，コミュニティ，あるいは周辺地域の経済社

会や行財政に，中長期的に大きな被害や影響を与える可能性が強い。むろん，

災害後の復旧・復興過程を経て，地域社会は常態に戻っていくであろう。と

はいえ，災害後の地域社会には，災害に起因する様ざまな変容が生じうる。

まして，雲仙火山災害のようにそれ自身中長期的な持続性を特徴とする災害

の場合には，このような地域社会への中長期的なインパクトの特性は，いっ

そう明確に現象せざるを得ないのである。

特徴と意義の第2は，災害による被害の特徴と実態をできるだけトータル

に捉えて，被害の全体像を描き出そうとしていることである。

通例，災害による被害の状況は，行政による公式的な集約にあっては，直

接的な被害しかカウントされない。この直接的被害を一般被害と施設関係等

の被害とに分け，前者には，死者・行方不明者・負傷者などの人的被害およ

び家屋の全半壊・浸水などの物的被害を，また後者には，公共土木施設，農

林水産関係(田畑，農林水産物・施設)，商工関係(同施設，商品，在庫品)

などの直接被害額を計上している。これは国の災害対策法制の建前やタテ割

行政を反映した被害の把握方法といってよい。

しかし，この方法では，災害による被害の断片は理解できても，被害の全

体像を捉えきることは不可能であろう。なぜなら，被害をトータルに捉える

ためには，第 1に，災害による直接的被害だけではなく，波及的な間接的被
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害をも視野に入れる必要があるからである。また，第2に，公共土木施設の

ようなハードな施設や，農林水産・商工といった産業関係の被害だけではな

く，長期の避難生活による家族離散，ストレスの増大，警戒区域設定による

行動規制，さらに災害による自治体の財政ストレスの増大や行財政の中央集

権化傾向のように，ソフトで非産業的な，社会的，法制的，行財政的な被害

をも包摂する必要があるからである。

雲仙火山災害の場合には，長期の大規模災害であることが，一過性の災害

の場合には見えにくいか，あるいは短期の希少ケースとして糊塗されがちな

間接的被害や，ソフトで非産業的な被害をもトータルに浮かびあがらせ，災

害の全体像を捉えるための典型的事例となっている。

特徴と意義の第3は，第2の点とも関わって，災害による被害や影響の相

互連関的，波及的な全体構造を究明しようとしていることである。

災害は直接の被災対象や被災地域だけにとどまらず，これらと経済的・社

会的・財政的等に密接に関連したその他の個人・家族・企業・産業・地域社

会などに，波及的，連関的にインパクトを与えていく。しかも，それらの被

害は単線的な因果関係で結ぼれているのではなく，むしろ相互に連関しあっ

て，全体として被害や社会的影響の複合構造を形成しているとみられる。

たとえば，災害による農林水産や商工被害のような経済的被害は，事業主

体の減収・減益に加えて従業員の雇用不安や失業を生み，被災地域と住民の

生活困難をもたらす。逆に，こうした人びとの生活困難が，経済的被害をい

っそう増幅させ，他の関連地域へと波及していくのである。他方，経済的被

害の拡大は，地方税の減少など市町村の財政基盤を弱体化させる一方，災害

にともなって行財政の負担は増加し，その結果，地方自治体の財政収支の悪

化と財政ストレスが増大する。財政ストレスの増大は人びとの生活や経営の

社会的基盤を支えるべき財政機能を低下させ，地域住民の生活困難を深めて

人口流出の契機となる。以上の諸過程は，全体として地域経済社会の活力を

低下させ，人びとの生活不安や地域社会への帰属意識と連帯性の劣化を生み，
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これは再び市民の生活困難や経済的被害に影響を及ぼしていく，等々である。

こうした災害の波及・連関過程には一定の時間が必要である。雲仙火山災

害は，それが長期の持続的特性をもつことによって，災害による被害や社会

的影響が相互連関的な複合構造を形づくっていることを鮮やかに顕現させざ

るをえない。こうした災害による被害や影響の相互連関的な複合構造の解明

は，従来の研究ではほとんどなされてこなかった:しかし，被害の複合構造

の解明は，それ自体，災害全体のメカニズムを解きあかすのに寄与するとこ

ろが少なくない。しかも，注意すべきは，その意義がたんにそれだけにはと

どまらないことである。なぜなら，災害による被害や影響が相互に連関した

複合構造を形成していることは，災害対策に対しでも影響を与えざるをえな

いからである。

従来，災害対策は，救助・救済・復旧・復興などの諸過程が，国のタテ割

行政や財政資金の流れを反映して，かなりバラバラに行われてきた。また，

防災対策が地域社会のアメニティの確保や都市計画，さらに産業政策などと

有機的に結びつけられてはこなかった。しかし，災害の地域社会へのインパ

クトが複合構造を形成していることは，災害対策にたいしても，従来のよう

に個別的で，全体の脈絡の希薄な対策ではなく，災害からの救助・救済-復

旧・復興の総過程が有機的に結合され，かつ，災害対策が孤立的に行われる

のではなく，地域社会のアメニティの確保から産業政策，財政政策を含むま

ちづくり政策の総体の中に位置づけられなければならないことを意味してい

ると言えよう。こうして，災害による被害や社会的影響の複合構造の解明は，

総合的な災害政策・防災政策を構築する上で，その基礎となる科学的認識を

与えてくれるといってよい。そこに，災害の被害構造を解明することの政策

論的な意義がある。

本研究は，以上のような課題の特徴と意義をもって，長期持続的な自然、的

災害の特性を有する雲仙火山災害を典型事例としながら，一般に自然的災害

における被害像と被害の全体構造の究明を目指したものである。そのために，
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まず，現代の災害に特徴的な「災害の都市化」の要因と特徴について明らか

にする (2節)。そのうえで，雲仙火山災害の被害状況に関する公式の行政

データの分析とその批判的摂取をおこない，従来の被害認識の問題点を明ら

かにしている(3節)。ついで，雲仙火山災害による被害や地域的影響の全

体像を解明するために，雲仙災害の長期持続性としての特徴を，実態に即し

て出来るだけ具体的に究明する(4節)。さらに，この特徴と意味の把握を

とおして，これまで不鮮明であった被害の全体像を明らかにする(5節(1))。

最後に，この災害の全体像と関わらせて，災害による被害や社会的影響の波

及的・相互連関的な複合構造についてわれわれの仮説を提示し，災害の地域

経済社会に与えるインパクトを，総合的かつ動態的に究明することを試みて

いる。(5節(2))。

以下，順次に考察を進めていこう。

〔注〕

(1) たとえば，最近10年間におきた主な自然的災害だけでも，長崎豪雨災害(1982年，死

者-行方不明者 439人)，山陰豪雨災害 (83年， 117人)，日本海中部地震 (83年， 104人)， 

三宅島噴火災害 (83年)，北陸豪雪災害 (83年， 121人)，長野県西部地震 (84年， 29人)， 

北陸雪害 (84年， 88人， 85年， 90人)，伊豆大島噴火災害 (86年)，梅雨前線豪雨災害(全

国， 88年， 31人)，台風災害(全国， 89年， 31人)，前線豪雨災害(全国， 89年， 20人)， 

梅雨前線豪雨災害(九州を中心とする全国， 90年， 31人)，台風第19号・前線豪雨災害(西

日本を中心とする全国， 90年， 43人)，雲仙岳噴火災害 (90年， 43人)，台風第17・18・19号

前線豪雨災害(全国， 91年， 85人)など，大きな災害の起きない年はない。 1981----90年

の10年間の，自然的災害による死者・行方不明者数だけでも，年平均198人に達している

(国土庁編『防災白書~ 1992年版， 4 -9ページ)。

(2) 広井筒『災害の及ぼす社会的影響~，文部省科学研究費補助金・自然災害特別研究研

究成果， 1986年3月， 1 -2ページ。

(3) 国土庁編， r防災白書~ (注1)，4-13ページ。

(4) 広井備は，上記研究成果報告書(注2)のなかで，災害の「波及的影響」について

問題の重要性を認めている。しかし，その分析については， r将来の課題として残さざる

を得なし、」としている(同4-5ページ)。
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また大屋鍾吾は， 1978年に起きた伊豆大島地震を事例に，南伊豆地方の各市町がうけ

た被害とその対策を概観したうえで，下回市の商工業被害を中心に間接被害についても

推計を試みている (1伊豆大島近海地震の被害の特徴J，日本科学者会議編『現代の災害』

水曜社， 1982年， 88-98ページ)。これは，間接被害を推計した先駆的な希少例として評

価できる。しかし，そこでの間接被害額の推計は売上額の見込みゃ予想を基にしていて

必ずしも精度が高いとはし、えず，また被害の全体的波及構造についても十分には解明さ

れていない。本研究は，問題意識としては広井や大屋と共通する面をもちつつ，その課

題を具体的に展開させ，かつ災害の全体的被害像と関わらせて，被害の総体関連を被害

構造として解明しようとしているところに新しさがある。

2 .災害の都市化の要因と特徴

集中豪雨・豪雪・地震・噴火などの自然現象は，人類の歴史のいつの時代

にもあった。しかし，水害・雪害・震災・噴火災害などの災害現象は，自然

現象と社会現象とが相互に交錯するところに発生する社会問題であるといっ

てよい。なぜなら，かりに自然現象に起因する災害であっても，それは人聞

が居住し，人びとの営為や社会的活動に破壊的な影響を及ぼす場合に，初め

て「災害」となるからである。また，たしかに災害の予知・予防技術の発達

によって防災や避難の可能性は拡大するが，他方，人口と建造物の都市への

集中・集積や，自然的条件と環境の改変・破壊，人工的環境や生活様式の変

容などの人為的原因が，災害の発生・拡大条件を変化させるからである。さ

らに，災害が及ぼす社会的結果は，必ず都市の自営業層や勤労市民，なかで

も経済的・社会的弱者にもっとも大きな被害を発生させ，その被害には，今

日の社会的階級・階層関係が反映せざるをえないからである。以上のような

意味では，災害は社会現象であり，災害問題は社会問題であるといっても過

言ではない。

現代における災害をもっとも端的に特徴づけているのは，社会的環境の変
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化，とりわけ都市だけではなく農村にまで広く普及した都市化社会の進行に

他ならない。とくに，都市化が安全を軽視して無計画におし進められる場合

には，災害が発生なしい拡大する可能性が高く，その結果， I災害の都市化」

が拡がり，深められていくのである。

本節では，雲仙火山災害における公式的な被害状況把握の評価と問題点を

明らかにし，この災害において顕在化した被害の特徴を解明するために，そ

の前提として，災害の都市化現象の要因とその特徴について，やや一般的に

検討することからはじめようo

現代の都市は，人口と資本が大量に集積し，社会的分業と市場が高度に発

達して市場効率第一の無計画な空間利用が拡大し，情報・通信・交通などが

複雑に交流しあっている。また，市民は商品消費による大量消費生活様式に

のみこまれ，それ故にまた道路，上下水道，住宅などの社会的共同消費の拡

充を生活の基本的条件とせざるをえず，地域管理主体としての都市自治体の

機能は必然的に拡大する:こうして現代の都市は，科学や技術の進歩によっ

て精巧かつ巨大な人工環境と社会システムを構築し，人口と産業を高度に集

積して，社会的交流と文化の中心基地となっているのである。

だが，他面では現代の都市は，むしろそのような特性をもつが故に，自然

との対応関係のなかでは，かなり脆弱な構造をも内部にかかえこまざるを

得なくなっている。もっとも，そのことは，都市が災害にたいして常に無防

備であるとか，無抵抗であることを意味するものではない。科学・技術の進

歩は，都市の防災にも少なからず貢献してきたからである。とはいえ，それ

は都市が災害にたいする抵抗力を強めてきた証しではあるとしても，完壁な

防災力を備えたことを意味してはいない。むしろ，現代における急速な都市

化の進展は，災害にたいする防備というより，逆に災害を発生し，拡大させ

る社会経済的要因を内部に増大させてきているとさえ考えられるからである。

では，このような意味での「災害の都市化」の要因とその特徴はどのよう

なものであろうか。
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第 1に，都市化や都市開発がすすみ，それにともなって都市の環境基盤と

しての自然的条件が自然の摂理に反して改変されたり，環境破壊がすすむと，

それが災害の発生・拡大要因に転化する傾向が強まることである。都市化に

より自然条件の改変や環境破壊が生じて社会的災害が起こりやすくなると，

自然的災害も起こりやすくなるといってよい。

たとえば，高度成長期から頻発している都市水害はその好例であろう。た

しかに都市水害は，台風や梅雨前線による集中豪雨という自然現象を直接的

な素因としている。しかし，それだけではなく，都市水害は，都市化の進展

にともなう農地や山林の宅地化，業務用地への転換と，その結果生じる遊水

地の激減や道路舗装などの自然的条件の改変や環境破壊を媒介としている。

また下水路や下水道などの都市排水施設の整備不足が被害の拡大要因とな

り，さらに埋立て地や業務地区の拡大にともなう地下水の過剰揚水等に起因

する地盤沈下が，被害を発生・拡大し，都市施設の機能を悪化させて災害ポ

テンシャルを高めているのである。

このように，都市化が野放図にすすむと，自然条件の過度の改変や環境破

壊に誘導されて自然的災害が発生・拡大し，災害の都市化が進展していくの

である。雲仙火山災害のように，約200年ぶりの突然、の噴火という，一見す

ると自然現象に帰されるべき「天災」ともみえる災害でも，都市化や都市開

発の進展と無関係ではありえない。

後表18に示すように，島原市は島原半島内の地方中心都市として，高度成

長期以来，ほとんど市人口の減少をみることなく90年代初めまで推移してき

た。しかし市域内部をみると， 1970年代後半以降，都心部からの人口流出

と郊外部の拡大によるスプロール現象がはじまっている。今回の災害の中心

地となった水無)11沿いの安中地区，中尾川沿いの杉谷地区は，こうした比較

的新しい郊外住宅開発等の中心地区を含んでおり，噴火災害は，これらの地

区の旧くからの農林業などに被害を与えただけではなく，むしろ開発地域に

も大規模な被害をもたらしたのである。
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第2に，都市化にともなって人口や施設・建造物が集積して高密度な空間

構造が形成され，そうした構造をもっ市街地が拡大していくにつれて，災害

の破壊効率が高められてし、く。その結果，家屋・建造物等に甚大な物質的被

害を生むだけではなく，多数の死亡者が発生するような絶対的損失をもたら

すことである。

いうまでもなく都市は資本の集積の場であり，それに伴って人口が集中・

集積する。しかし現代の都市が，産業化にともなう都市化地域として，資本

と人口と大量集積を特徴としている限り，そこでの都市構造は，一般に都心

部への中枢的管理機能と，その周辺地区への商工資本の集中・集積，生産年

齢人口の吸引，さらに人口の高い流動性を特徴としている。

都心部への過集積は，他方で都市郊外部への拡散をもたらし，都心と郊外

との聞の人口の流動性を高めて昼夜間人口の格差を拡大させる。その結果，

都心部はオフィスビルやショッピングセンター，ホテルなどの，また臨海部

は工場，倉庫群などの業務空間となり，高層ビル，地下街，地下埋設物とい

った施設や建造物が高密度に集中・集積をすすめ，災害の危険性を増大させ

ていく。ことに，企業が集積利益を享受する一方，集積不利益を負担しよう

とせず，行政も経済効率中心で，計画的に安全な都市構造や防災対策をとる

ことが遅れがちとなるわが国の場合には，高層ビルや地下街の大火，ガス爆

発，臨海部の高潮災害などの新しい災害が発生しやすいのである。

他方，都市の郊外部や域外からは，大量の商品や原材料を運ぶ自動車など

の輸送手段，また通勤・通学・買い物などを目的とする人口の流出入が増大

し，そのために高速道路，幹線道路，鉄道，地下鉄などの大量交通手段の整

備が不可欠となる。しかし，こうしたモノやヒトの大量移動と大規模交通社

会資本の集積は，災害時にはきわめて不安定な撹乱要因となって被害を大規

模化させ，人命や文化財の損失のように，絶対的被害を拡大させる危険性を

強めている。

しかも，災害の被害者は，多くの場合主として中低所得の勤労者や農漁民
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である。労働者や小市民は住宅の立地条件や居住環境の質を選択する経済的

なゆとりに乏しい。労働者や零細商工業者は家賃や地価の安い，交通費の少

なくて済む地域を選択せざるをえない。結果として，災害にあいやすい河川|

や海岸ぞいの，地盤が低く水はけの悪い地域や，崖や斜面の環境劣悪な地域

に，質のあまり良くない住宅を賃貸あるいは購入して居住する。災害の危険

性が明らかになっても，経済的理由から環境良好な地域に移転することは困

難である。農漁民の場合は，自然、そのものが労働対象であるから，自然条件

や環境の変化によって災害の危険性が強まっても，そこから離れて生活する

ことはできない。このように現代の災害には，現代社会の階級性や階層性が

反映しているのだが，長崎大水害をみても，国や自治体は自然的災害を「天

災Jとして被害者の「自力復興」に任せ£その結果，災害を機に，貧困者

は家財や土地-家を失い，家族が離散するなど零落を余儀なくされる。

以上のように，高密度な空間構造をもっ市街地とその地域的拡大のなかで

おこる都市災害は，必然的に高度な破壊性をもち，その被害は勤労者や社会

的弱者を主要な対象とせざるをえず，そこに災害の都市化の危険性と深刻性

を見ないわけにはいかないのである。

雲仙火山災害は，たしかに東京や大阪のような大都市で起きた災害ではな

い。しかし上述のような「災害の都市化」からまったく無縁であるかとい

えば，答えは否であろう。島原市は島原半島 1市16町の地方中心都市であり，

都心部と郊外部，さらに周辺町とは，行政や事業所の中枢管理機能，商品や

サービスの供給，通勤・通学など，地域における都市化社会の中心に位置し

ている。市街地の拡大と連担性は災害のインパクトによる破壊効率を高めて

いる。しかも，その被害者は主として，労働者や農漁民，零細な商工業者で

あって，被害の階層的特徴も明らかとなってきている。

第3に，都市化につれて量質ともに拡充する，都市の社会的共同生活を支

えるべき社会資本の，災害による機能マヒや悪化が，都市市民の生活全般に

大きな困難をもたらすことである。とりわけ上下水道，電力・ガスなどの供
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給=排水系，道路・鉄道・航路などの交通系，電話・通信などの情報系によ

って構成されるライフラインは，今日の都市にあっては，相互連関的なシス

テムとして機能している。したがって，災害によってそのシステムに加えら

れるダメージは波及・連鎖性をもち，それに依存する都市生活全般に大きな

影響を及ぼさざるをえないからである。

このように，ライフラインを中心とする社会的共同生活手段に及ぼす被害

は，たんに単独の施設や構造物の破損にとどまらず，これと連関するシステ

ム全体の機能破壊や悪化として現象してくるところに特徴がある。そのうえ，

これらの諸手段のうちには，現代社会においては代替手段をとりえないもの

も少なくない。しかも大規模災害にあっては，被害が同時多発的に発生する

ことが多く，ライフライン系への被害は，その機能をもっシステム全体の機

能マヒを生む危険性が高いのである。

もちろん，これらの諸機能のなかには代替性をもつものもあり，機能マヒ

に陥った際のバックアップ・システムを有する場合もある。しかし技術の進

歩とともに都市の産業構造が高度化し，またマイカー，マイホーム主義の大

量消費生活様式が一般的に流布して郊外化が進んでくると，都市構造が変化

して，都市災害の形態も一変する。現代の都市構造が，高度に発達した都市

のインフラシステムによって維持され，都市生活がこうした複合システムへ

の相互依存性を強めていけばいくほど，都市機能のマヒが都市生活に与える

被害の波及性と複合性は増し，その影響と被害は莫大なものとならざるをえ

ない。現代都市はその見かけのモダンさや強固さとは裏腹に，それを支える

都市インフラシステムの脆弱化の危険性を内包しているのである。雲仙火山

災害の場合にも，都市インフラ，とりわけ道路，鉄道などの交通系ライフラ

インの遮断が，地域経済社会に甚大な被害をおよぼしたことは，後に述べる

如くである。

第4に，都市化の進展による社会的分業と市場の拡大は，都市の産業構造

の高度化と複雑化を生み，また中枢管理機能の都市への不均等な集中・集積
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をもたらす。しかし，そのことは，災害によって加えられる被害をたんに直

接的被害だけに止めず，そこから社会的・経済的に波及し，複合しながら拡

大していく間接的被害の重要性をも認識させずにはおかない。

都市化がすすむにつれて，域内における社会的分業は発達する。ことに第

2次産業だけでなく，そこから第3次産業へ，資本と労働力人口の比重が移

るにつれ，第3次産業のなかにも多様な分業が展開していく。それらの社会

的分業は複雑に絡みあいながら，域内における市場を拡大していく。都市に

集積した事業所や人口は，それ自体商品消費をするので大きな市場を形成す

るだけではなく，社会的分業の発展が市場を拡大し，逆に市場の拡大が社会

的分業の発展を促すのである。また，このような社会的分業はたんに同一地

域内だけで進むのではなく，開放体系を特徴とする現代の都市では，その周

辺の農村地域ゃあるいは他の諸都市・地方との聞にも展開し，国内的・国際

的に地域的分業のネットワークが展開していくのである。

そうであるとすれば，こうした社会的・地域的分業の発達は，災害の社会

経済にたいするインパクトをたんに直接的な被害だけに限定することを許さ

ないのは必然であろう。災害の及ぼす影響は，社会的・地域的分業のネット

ワークをとおして，都市内部の諸産業，企業，雇用などの地域経済や，自治

体行財政にたいしても，波及的・複合的な影響を与えざるをえないからであ

る。さらに，こうした政治経済的影響だけではなく，社会的にも，こうした

災害による様ざまな間接的被害や影響は，相互連関的に絡みあいながら，被

害の複合的な全体構造を形づくることになるのである。

しかも，災害の影響は，地域間分業のネットワークをとおして，被災都市

からその周辺地域へと連鎖的に波及し，第2次，第3次等々の間接的被害を

域外へも及ぼしていく。とくに災害は，それが大規模になればなるほど，ま

た被災地域のもつ政治，行政，経済，情報等の中枢管理機能が多様かつ高次

で，その役割が大きければ大きいほど，当該地域だけでなく，他地域に与え

るインパクトも甚大なものとならざるをえない。
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たしかに，地方都市の場合には，大都市とくらべ，同ーの自然現象ではあ

っても，それが地域に及ぼす被害や影響の程度は，直接的被害と同様に間接

的被害についても，相対的にはヨリ小規模であろう。しかし，後に雲仙火山

災害にみるように，一部の間接的被害の大きさはむしろ直接的被害のそれを

はるかに凌駕しており，地域経済社会にとっては決して無視できるようなも

のではなし、。にもかかわらず，このように重大な意義をもっ間接的な被害や

影響について，現在は災害救助や予防の制度もなく，その調査も，従来は公

式にはなされてこなかったのである。

第5に，都市化社会の進展にともなって都市市民の流動性と孤立性が強ま

り，核家族化と家族の崩壊現象がすすんで地域社会の共同性と住民の組識力

が奪われてくると，地域住民の災害にたいする対応力が虚弱化し，そのうえ

緊急時には大衆の逸脱行動や不適応性を生みやすいことである。

災害発生の緊急時には，いうまでもなく国や自治体のようなフォーマルな

組識が即時に適切かっ効果的な対応行動をとり，必要な人員や物資を動員す

ることが不可欠となる。しかし，フォーマルな対応や動員は重要ではあるが，

それだけではまだ十分ではない。なぜなら，個々の地域社会が有するインフ

ォーマルな自主防災力をもそれと結びつけ，不安定で流動的な群集の不適応

行動をコントロールしていくことが不可欠となるからである。こうしたこと

は，とくに災害が突発的，広域的で大規模なものであるほど強く求められよ

う。ところが，都市化の進展は，地域社会の共同性と統合性を支える近隣関

係や地域の共同組織を崩壊ないし衰退させてきた。その結果，都市化にとも

なって住民の共同性や組織力が衰微してくると，住民の意識としては，ます

ます地域社会への帰属意識を弱め，無関心と孤立性を強めていく。こうした

都市化社会の特性が強められた地域において災害が突発すると，たんに災害

にたいする対応力が弱L、というだけにとどまらず，地域の自主防災力の欠如

が，しばしば避難路や交通機関への過度の集中や逸脱した逃走行動を生み，

防災ではなく，反対に被害を拡大する要因に転化しやすいのである。
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都市災害にパニック現象が必然、であるとみるのは余りに性急であるとして

も，現代の都市では，災害による生活体系のマヒやコミュニケーションの途

絶がきわめて高いストレスを生み，パニックを生じやすい土壌をっくり出し

ていることは否定できない。雲仙火山災害の場合，噴火のピーク時には l万

人を超える住民が避難し，その後も学校の体育館や仮設住宅などでの避難生

活を余儀なくされたが，幸いパニック現象は起きなかった。とはし、ぇ，最初

の噴火直後までは，たとえば島原市の場合，フォーマルな行政組織とその災

害対応行動に不備があっただけではなく，インフォーマルな住民の自主防災

組織も，一部を除いてはほとんど未結成の状態で、あった。また，パニックに

までは至らなかったけれども，直接の被災者だけでなく，住民一般の精神的

打撃やストレスも，災害が長期化し，先が見通せないなかで，異常に増大し

ていることも否定できないのである。

最後に，第6として，災害の都市化がすすみ，被害が甚大かつ多様になる

につれ，その対策が国や自治体などの公共機関に依存する傾向が強まるのに

たいして，国や自治体が住民の生命や生活の安全のための政策をおこたり，

被害の救済や補償を完全に行わない結果，被害が発生したり，拡大しやすい

ことである。

現代の資本主義国家は共通して軍事国家-企業国家としての本質をもって

いる。そのため，冷戦時代はし、うまでもなく，ポスト冷戦時代の現在にいた

っても，各国の軍事支出はなかなか減少しないし，日本のように逆に増加す

るケースさえある。また，非軍事支出にしても，大企業の利害が反映しやす

く，都市問題や環境問題の深刻化を契機として拡大しはじめた福祉国家の施

策は， 70年代末からの新自由主義の潮流によって厳しく否定され，逆に民営

化や規制緩和によって民間企業の活力を増進させるプライパタイゼーション

が主流となっている。ことにわが国は，高度成長期以来，企業国家としての

性格がきわめて強く，このため公共投資の水準は世界最高を保持してきたが，

その内容は道路を主体とする産業基盤公共投資が中心で，生活基盤や国土保
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表 1 国土保全投資と行政投資の推移 (単位:億円， %) 

年度 1960 70 80 90 

国土保全投資 2，483 24.9 6，378 10.8 29，668 10.6 40，783 11. 1 

災害復旧 1， 149 11. 5 1， 569 2.7 5，333 1.9 8.392 2.3 

治山治水 768 7.7 3，952 6.7 21， 060 7.6 29，933 8.1 

行政投資総計 9，955 100.0 59， 111 100.0 278，765 100.0 367，937 100.0 

(参考)道路 1， 976 19.8 15.082 25.5 54.516 19.6 98，802 26.9 
」ー

(資料)自治省『行政投資J]，各年度。

全の投資は節約されてきた。

都市開発や地域開発がすすみ，都市化が進展すれば，上述のような災害の

都市化に対応して防災や国土保全投資は不可欠となる。しかし開発や都市

化の進行と比べ，国土保全投資はきわめて遅れている。表 lのように， 1960 

年に行政投資の25%を占めていた国土保全投資は，その後高度成長期から現

在にいたるまで11%のレベルで低迷し，逆に20%であった道路投資は， 90年

には27%に達している。都市化が進めば国土保全投資はふえなければならな

いはずであるのに，事実は反対になっているのである。

わが国は企業の高蓄積を起爆剤に産業構造を高度化し，大量消費生活様式

を普及させ，都市化を急速にすすめてきた。国や自治体はそれらを制御した

り，予想される諸結果を未然に防止するための適切な政策をとるのが遅れ，

地域開発政策にみられるように，逆にそれらを促進さえしてきた。また，発

生した被害の救済や補償も遅れ，かっ不完全であった。しかし，その結果と

して，反射的に防災対策は遅れ，被害の拡大を誘引してきたのである。

国が防災対策や被害者の完全救済を怠ってきたことは，タテ割行政と集権

的財政システムを特徴とするわが国の行財政制度のもとでは，地方自治体に

たいしても大きな影響を与えざるをえない。たとえば長崎県の場合， 1991 

年の道路の改良率は県道61.3%，市町村道35.4%，また舗装率は，それぞれ

82.3%， 83.7%とかなり高まっている。これにたいして，表2のように，砂防，

急傾斜地，地すべり等の国土保全に関わる県の公共事業の着手率は，わずか
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6"-'14%にすぎない。長崎県は 表2 砂防関係事業の着手率(長崎県)

地形や地理的位置の関係もあっ

て，全国でー，二位を争う自然、

災害の多発地域である。しかし

これに対応すべき防災施設の整

備状況は，まことにお寒い限り

で，前途遼遠たる状態にあると

事業種別 危箇所険数 要箇整所備数 着箇所手数 着手%率

砂 防 2，997 2，997 170 5.7 

急傾斜 5，673 4， 739 673 14.2 

地すべり 1， 117 1， 117 99 8.8 

(注)1992年3月末現在。

(資料)長崎県土木部『土木行政の概要J1991 
年度。

いってよい。また島原市は，行政も市民も， 200年前の噴火時の眉山崩壊の再

現や土石流発生の危険性を認識していながら，防災にはあまり公共投資をふ

りむけてこなかった。さらに災害対策については，災害直後の緊急避難的な

救済とその後の「自力復興」に重点化する従来の災害対策方式の不備が，今回

の噴火災害の長期持続性という特徴のなかでは明白に矛盾を露呈し，被害の

公的な救済や補償のあり方に，厳しく反省を迫るものとなっているのである。

以上，現代の災害の特徴である「災害の都市化」の要因とその特徴につい

て，雲仙火山災害の事例を織りこみながら，一般的に考察を加えてきた。こ

れらを要約すれば，つぎのように言えよう。

現代社会では，都市化がすすむと，自然条件の改変や環境破壊が自然的災害

を誘引し，また，高密度な都市空間構造の形成と市街地の地域的拡大，都市イ

ンフラストラチャへの依存の増大が災害の破壊効率を高めて，絶対的損失を

含む甚大な被害発生の温床となる。被害は，勤労者や社会的弱者を主体に生

じるとともに，地域社会内外の多面的な分業と諸関係をとおして，波及的，間

接的に被害と影響を拡大し，被害の複合構造を形成せずにはおかない。しか

も，都市化にともなう個人や地域社会の特性の変化は，自主防災能力を低下さ

せ，被害を発生，拡大させる。こうして災害の都市化がすすみ，被害が甚大か

っ多様になるにつれて，その対策は国や自治体に依存する傾向を強めるのに

対して，公共部門が住民の生命や生活の安全のための対策を怠ったり，被害

の救済を完全におこなわない結果として，被害が拡大しやすいのである，と。
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もちろん，以上の考察結果は，災害の都市化現象の要因とその特徴を一般

的に析出したものであって，すべてがそのままストレートに雲仙火山災害に

あてはまるものではない。自然的災害の直接的な原因となる自然現象の種類

や規模によっても，また被災対象である都市の地域特性や，公共部門の災害

対策のあり方，住民の参加や対応の違いなどによっても，被害の現象形態には

かなり大きな相違がみとめられよう。さらに，雲仙火山災害には，都市災害と

しての側面だけでなく，一部に農村地域や過疎地の災害としての側面もみら

れる。しかし，現代社会の大きな特徴の lつは，都市と農村との相対的な区

別はもちろん残しながらも，都市から農村にいたるまで，都市化社会に変貌

してしまったことである。その意味では，雲仙火山災害は，この変貌をとげた

都市化社会において，島原市という一地方中心都市を中核として生じた災害

で、あって，既に示唆しておいたように，災害の都市化の特色を色濃くもって

いるといってよし、。

次節では，以上の考察をふまえて，雲仙火山災害における被害の特徴につ

いて，ヨリ具体に検討をすすめていこう。

〔注〕

(1) 渡辺洋三「現代と災害JW法律時報~ (臨時増刊，現代と災害)， 49巻4号， 1977年3月，

2 -5ページ。

(2) 宮本憲一「現代資本主義と公害・災害J(伊藤光晴他編『現代都市政策 ¥L都市と公

害・災害』岩波書広， 1973年)， 16ページ。佐藤武夫・奥田 穣・高橋裕『災害論』勤

草書房， 1964年， 247-8ページ。

(3) 宮本憲一『都市経済論』筑摩書房， 1980年， 19ー166ページ。

(4) 秋元律郎「都市災害の構造と特質JW社会科学討究~ 28巻2号， 1983年2月， 115-120 

ページ。

この意味では，大都市圏域で都市水害が頻発するだけでなく， 1982年7月の長崎豪雨

災害のように，近年，地方都市においても，自然、的災害と社会的災害が複合する都市災

害が拡大していることにも注意がむけられるべきであろう(宮入興一「長崎豪雨禍 そ

の政治経済学JWエコノミスト~， 1982年11月2日)。

(5) 高橋裕「都市と災害J(伊藤光晴他編『現代都市政策 V[，都市と公害・災害』岩波
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書庖， 1973年)， 261-4ページ。中野尊正「都市災害の発生条件と地域性J(向上書)， 296 

-303ページ。

(6) 宮入，前掲論文(注 4)，33ページ。三木義一「被災者に対する財政援助法とその問題

点一被災住宅の復興を中心としてJr静岡大学法経研究~ 36巻l号， 1987年6月， 61-75 

ページ。

(7) 未来工学研究所『都市機能と防災性に関する研究』総合研究開発機構， 1982年， 21-

9ページ。

(8) 秋元，前掲論文(注4)，128-133ページ。

(9) ことに，わが国のように， I東京一極集中」といわれるような，首都圏を頂点としたピ

ラミッド型の機能分担による求心的垂直的地域構造を特徴としている場合には，首都圏

をはじめ三大都市圏のような大都市における高次中枢管理機能にダメージを与えるよう

な災害については，その波及的被害と影響の程度は絶大なものとなろう。またその影響

は，今日のような世界都市化の時代にあっては，国内は言うまでもなく，国外にも広く

波及・連鎖する危険性が強まっているといえよう(宮入興一他『地域経済の動向と課題』

長崎大学商科短期大学部， 1992年， 68-9ページ。中林一樹「大都市における地震災害

の様相と震災応急対策の構造Jr都市問題~ 80巻5号， 1989年5月， 46-7ページ。)。

(10) 秋元律郎「都市災害の構造的特質ー災害に強い都市の条件Jr都市問題~ 74巻11号，

1983年11月， 10 -15ページ。

(ll) 秋元，向上論文， 11ページ。

ω高橋和雄「土石流危険地区における住民の防災意識調査一長崎県島原市を事例とし
てJr自然災害科学~ 10巻 1号， 1991年1月， 56ページ。

(13) プライパタイゼーションの意味と内容については，加藤栄一「福祉国家システムの再

編ープライウ.ァタイゼーションの歴史的意味J(東京大学社会科学研究所編『現代日本

社会 1 ，課題と視角』東京大学出版会， 1991年)，林堅太郎『プライパタイゼーション』

法律文化社， 1990年，参照。

(14) 自然災害による被害額について， 1981-90年合計で比較すると，長崎県は5，703億円で，

北海道の9，539億円，島根県の6，107億円についで全国で3番目に高い被害額となってい

る。しかし，単位面積当りでは，長崎県は l億3，950万円で，第2位の島根県を抜いて全

国第 1位の被害額である。また，自然災害による死傷者数でも，新潟，富山よりやや少

ないものの，全国第3位となっている(消防庁編『消防白書』各年版より集計)。

(1~ たとえば，島原市には，今回の噴火災害がはじまるまでは防災行政無線も整備されて

おらず，災害時には市の広報車や消防車で市民に避難を呼びかけるか，あるいはチラシを

f乍って配布していたが，このチラシを全市内に配布するには 2~3 時間かかる状態であ

ったと指摘されている(高橋和雄『雲仙普賢岳の火山災害における行政・都市システムの

対応及び社会的影響に関する調査』長崎大学工学部社会開発工学科， 1992年， 27ページ。)。
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3 .火山災害による被害の状況

一公的な被害把握方法の評価と問題点一

雲仙普賢岳はいまなお活発な噴火活動を続けており，先行きの見通しは不

透明であって，最終的な被害の全体像がどのようなものとなるかは正確には

速断できない。また，現時点までの被害調査は，災害が現在進行中であるの

に加えて，縮小されたとはいえ警戒区域への立入がいまだ制限されているこ

となどもあって，調査の内容や進捗度等にアンバランスや不適切な部分が少

なからずみうけられる。しかし，自然、的災害が地域経済社会に及ぼす被害や

影響について，短期的にではなく，むしろ中長期的に検討しようとするわれ

われの問題関心からすれば，将来，災害が終了した後というより，むしろそ

れにも増して，災害が継続している経過のなかで，災害が地域の経済社会に

どのような特徴とプロセスをもって被害や影響を与えてし、くかが重要な検討

課題とならざるをえない。その意味では，たとえ調査資料にはある程度の不

完全さを残すとしても，現在進行中の災害について，中間的な総括を試みる

ことは不可欠であるといってよい。

本節では，噴火災害によるこれまでの被害の全体像を明らかlこするために，

行政サイドから公表されたデータに評価と検討を加え，次節では，それをふ

まえて，雲仙火山災害による被害の特徴について解明しよう。

雲仙普賢岳は1990年11月に噴火活動を開始し，翌91年 5月には溶岩ドーム

が出現した。それ以後，現在もなお成長と崩落をつづけ，火砕流，土石流に

よる大規模災害が発生し，島原市と深江町を中心として島原半島全域に深刻

な被害と影響をもたらしている(図 1)。

雲仙火山災害による被害について，現在入手可能の公表データのなかで被

害状況をもっともトータルに捉えているのは，長崎県災害対策本部が1991年

夏から継続的に出している「災害対策本部基礎資料」中にある「被害等の状

況」である。表3に，最近におけるその概要を示した。この県資料は，島原
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市，深江町など主として島原半島内の関係市町や，商工団体・農漁協等の諸

団体，個人などからの調査データをもとにとりまとめたもので，間接被害な

どの一部には推計値を含んでいる。

1:50.000 . 

図1 島原市・深江町及び島原半島

(資料)拡大図は高橋和雄による。
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表3 雲仙火山災害による被害の状況

A 人 的 被 害 死 者 行方不明 負傷者 メ口L 計

(人) 40 3 11 54 

B 物的被害(1) 住 家 非 住 家 三口為 計

(建物，棟) 452 627 1，079 

C被害額(百万円) (2) 直接被害 間接被害 l口L 計

①農林水産施設被害 8，461 8，461 

②公共土木施設被害 20，872 20，872 

③農畜産物被害 11， 661 11， 661 

④商 工 被 害 15 95，319 95，334 

①そ の 他 1， 712 1，399 3，111 
l口L 計 42，721 96，717 139，438 

(注)(1) 物的被害には，建物の全壊，半壊，一部破損，浸水を含む。一部に，

詳細調査中につき今後変更の可能性あるものを含む。

(2) 1993年2月3日までの判明分。推定を含む。

(資料)長崎県災害対策本部『基礎資料~， 1993年2月22日。

被害は大きく， A人的被害， B物的被害， c被害額に三分類されている。

「人的被害」には， 1991年6月3日の大火砕流によって発生した死者・行方

不明者43名のほかに負傷者を含む。「物的被害」には，全半壊，一部破損，

浸水した住宅及び非住宅の建物被害をあげている。「被害額」は，農林水産

施設(農地，業務用施設等)と公共土木施設(河川，海岸，砂防施設，治山

施設，道路等)の被害額，及び農畜産物，商工関係，その他(文教施設，厚

生施設，電力施設，都市施設等)の被害額の合計で，これらはさらに直接被

害と間接被害とに分けられている。

この県資料は，災害が継続している途中の暫定的な集計なので確定的なこ

とはまだいえないが，雲仙火山災害による被害像のトータルな把握という点

では，長所と同時に，いくつかの重大な問題点を含んでいる。

長所として何よりも評価されるべきは，この被害推計では，直接被害以外

に間接被害が推計され，公表されていることである。推計の基準や方法には，
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すぐ後にみるように検討されるべき点を残しているとはいえ，従来，行政サ

イドが間接被害を本格的に推計・公表した事例はほとんど皆無といってよか

ったから，この点は積極的に評価されてよい。

その一方，この県資料には，まだいくつもの問題点が指摘できる。

第 lに， I人的被害」では，死者・行方不明者のような不可逆的ないし再

生不能の絶対的損失と，それ以外の回復可能の負傷のような被害とが，小分

類としては区別されながらも，最終的には人的被害として合計されている。

たしかに，被害を人的被害と物的被害とに分類するのは lつの区分方法には

違いない。しかし，問題は，いかなる視点から被害を分類するかである。

災害による被害を人的と物的とに区分するのは，被害対象の素材面に着目

した分類方法であろう。この方法では，たしかに被害の素材的な特質は明ら

かとなる。しかし，受けた被害からの回復や，救済・復興の可能性について

は必ずしも明らかではない。防災対策や災害予防の見地からは，まず人的被

害のうち死者・行方不明者のほか，回復不能の身心の疾患や障害，及び物的

被害ではあっても再生不能の文化財や環境のような，不可逆的で絶対的な損

失をともなう被害と，それ以外の再生または回復可能の相対的被害とに大分

類をしたうえで，つぎに素材的な区分をする必要がある。公害の場合と同様，

災害においても，回復不可能な絶対的損失を未然に防ぐことが，なによりも

まず重要だからである。

第2に， I物的被害」にあげられているのは建物の棟数だけで，被害金額

は計上されていない。また，火砕流や土石流による宅地や家財などの被害状

況もカウントされていない。これは，もちろん技術的には，警戒区域内への

立入調査ができないことなどによるもので，最終的には被害金額も計上され

るものと推測される。しかし，こうした技術的困難は，建物以外の直接被害

についても多かれ少なかれあてはまることであって，建物だけが例外ではあ

りえない。では，暫定値ではあるにせよ，建物被害だけが棟数であげられ，

金額が算定されていないのはなぜか。それは，被害をうけた個人の住宅等の
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復興の場合，現行制度では個人補償はなく，せいぜい住宅金融公庫の災害復

興住宅資金を主体とする融資制度しかないことと無関係ではありえない。復

旧や復興が個人の責任にまかされている以上，被害額を急いで調査する必要

はないからである。

第3に， I直接被害」には，被害額の算定方法や捕捉範囲等にかなり不統

一な点がみられる。

1つは，施設被害額を復旧費で算定するか，簿価から原価償却分を差引い

た現在価値で算定するかが統一されていない。一般的に公共施設は復旧費で，

民間施設は現在価値で算定する。その結果，かりに同じ程度の被害であって

も，公共施設の被害の方が民間施設の被害よりも大きく算出される。このよ

うな算出方法の官民格差は，後述のように，わが国の災害復興対策が，民間

被害については基本的に「自力復興」に任せ，対策の主力をもっぱらハード

な公共土木施設の復旧に傾斜させていることが，被害算定方式に反映したも

のといってよい。

2つは，同じ民間の直接被害ではあっても，表3でみられたように，商工

業の被害は，農林水産業，ことに農業の被害額と比べて極端に低くなってい

る。これは，両者の被害調査のテンポに格差があることが直接の理由である。

しかし，その背景には，災害復旧制度が農林水産業と商工業とでは相当異っ

ており，前者にかなり手厚くなっている事情がある。そのため農業などでは

早目に被害状況と復旧額を確定する必要があるのにたいして，商工業被害の

場合には，被災直後の救助・救済を除けば，個人被害と同様に，原則として

災害救助法が適用された地域にたいする一般的な融資以外の援助手段が存在

しない結果，被害額の把握は遅れがちとなる。

3つに，農林水産業被害の場合でも，生産物被害については，被害の範囲

と被害額が過少評価されている。表3には農畜産物被害だけが計上されてい

るが，これは火砕流・土石流-降灰等によって現有農畜産物の収量が量的に

どのくらい減収したかをもとに推算した収量減収方式によっている。その結



災害問題と地域・自治体 47 

果，噴火に伴って翌期から農作物の作付が困難となった場合でも，農作物は

現実には作られていないとの理由から，被害額はゼロとされてしまう。噴火

の結果，そこに「被害」が発生していることは明らかであるにもかかわらず，

それは直接被害としても，間接被害としてもカウントされない。ここには，

農作物などの生産物被害については，天災融資法等による制度融資が，収量

減収に基づく直接損害額に依拠して実施されていることの反映がある。

以上のように，直接被害額の算定方法，捕捉範囲，被害調査のテンポなど

については，被災対象聞に少なからぬ不均等や不合理な面がみられる。しか

も，それらの問題は共通して，災害対策や災害復旧の法制的・財政的建前と

表裏一体となって生じていることに注意しておく必要があろうo

第4に，間接被害の推計についても，欠落，ないし不十分な点がみられる。

間接被害の場合には，直接被害とは反対に商工業被害のウェイトが際立つて

大きい。商工業の間接被害額は，前年と比較した売上高の減少額から推計し

ている。先述のように，間接被害の実態を行政サイドが詳しい調査に基づいて

推計・公表したことはかつてなかったことであるから，この点は高く評価さ

れてよい。しかし間接被害は動態的で計量しにくいこともあって，この推計

値には，次に列記するようないくつかの検討されるべき問題点を含んでいる。

① 農林水産業では，統計上は間接被害の発生はないことになっている。

しかし，上述のように，災害に起因する営農不能にともなう売上減などの被

害は，直接被害でなければ間接被害に算入すべきであり，また市場での災害

を口実とした不当な買いたたきによる値崩れなども考慮される必要がある。

② 商工業の間接被害の場合，前年との比較による被害額の推計は年

目までは平常時との比較として有意義であるが 2年目からは厳格な意義を

失ない，比較の基準を何に求めるかが問題となる。

③ 売上額の減少は，雇用者所得(賃金)や営業利得などの付加価値の減

少額と同一ではない。間接被害を推計するには，グロスの売上減だけではな

く，ネットの付加価値額の減少をも考慮する必要がある。
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① 売上高の減少を第 1次間接被害として，それが地域経済に波及的な影

響を及ぼしていく第2次，第3次等の産業連関的な間接被害の波及効果につ

いてもカウントされる必要がある。

ともあれ，間接被害の推計はまだ始まったばかりであって，統一的なフォー

マットの確立はおろか，その前に検討されるべき課題も少なからず残されて

いるのである。

第5に，広い意味での間接的被害には，経済的な被害以外にも，たとえば

長期の不自由な避難生活によるストレス・不健康・病気の増加，また家族や

地域共同体の共同機能の崩壊や低下，さらに交通網やエネルギー施設などの

ライフラインの破損や遮断から生じる社会的な生活被害等がある。しかし

公式統計では，これらは計上されていない。

この種の社会生活系被害の多くは，たしかに計量的に把握する点でむずか

しさがあるとはいえ，調査や推定は不可能ではない。また，この類の被害は，

必ずしも直接の物的被害や経済的被害ではないとしても，社会生活をいとな

む生活者としての住民にとっては，むしろヨリ切実な被害でさえある場合が

少なくない。しかも，こうした社会生活系被害は，それ自身独立して存在し

ている訳ではなく，たとえば経済的な直接・間接の被害や先行きの展望のみ

えないことが被災住民の精神的・身体的ストレスを異常に高め，家族問の不

和や地域社会の連帯性の喪失を加速させ，緊縮的な消費行動や人口流出を生

むことによって，経済的な間接被害の波及的拡大へと反作用するなど，他の

間接被害とも複合的に関連しあっているのである。社会生活系の被害を考慮

に入れることは不可欠であろう。

第6に，広義の間接被害には，現行の災害対策法制度が被害者の救済や補

償を十分に行うシステムになっていないために，被害からの救援ではなく，

反対にそれを人為的に拡大させる法制的被害ともいうべき被害がある。また，

災害に起因して自治体の財政力が弱体化して財政ストレスが生じているの

に，これを支援すべき国の行財政システムが不完全であったり，あるいは災
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害対策をとおして国のタテ割行政による規制が強化され，また災害復興が地

域社会の実情に即して総合的に行われない結果，被害状況が拡大したり，長

びいたりする行財政的被害がある。

法制的被害や行財政的被害は，事柄の性格上当然、のことながら，行政当局

がこれを公式に「被害」として認めることは，余程のことがないとありえな

い。しかしながら，現実にはこのような広い意味での間接的被害が生じ，そ

れらが他の被害とも複雑に絡みあいながら被害を動態的に展開させているの

であって，その意味では，両者の被害は上部構造である災害対策行財政の制

度や運営に関わる，広義の間接的被害の一種といってよいであろう。この種

の被害は主として人為的・社会的要因によるものであるから，それらを予防

したり，除去したりすることは，人間の社会的営為によって可能なのである。

以上，行政サイドから公表されている現行の被害状況の把握方法をとりあ

げ，その評価と問題点について検討を加えてきた。次節では，これらをふま

えて，今回の雲仙火山災害における被害の特徴についてさらに具体的に究明

し，その被害像に迫っていこう。なお，今回の噴火による被害は，島原半島

全域に影響を及ぼしていることは事実としても，ヨリ立ち入ってみると，そ

の内部にはかなり大きな地域差，階層差，業種差，時期差などの差異が存在

している。そうした被害の差異性は，狭義の被害だけではなく，災害の救済

・復興対策の不備に起因する被害にもみられる。被害像をトータルに捉える

ためには，マクロ的考察だけでなく，そうした差異性をも視野にいれたミク

ロ的な被害分析も不可欠となってくるのである。

〔注〕

(1) たとえば， 1982年の長崎豪雨災害の場合には，公式の被害推定額は3，153億1，336万円

と公表されている。しかし，この中には間接被害額は含まれていない(長崎県 W7.23長

崎大水害の記録~， 1984年， 38-9ページ)。もっとも， r間接被害」については完全に無

視されていたわけではなく，商工業関係の被害の部分で多少言及されている。しかし，

それは僅か10行足らずにすぎず，内容的にも，ホテル・旅館等のキャンセル10億円，取
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引先の被害による資金回収困難10億円，観光客減によるみやげ品庖の売上減少10億円，

ホテル・旅館の宿泊客減による減収50億円，その他20億円，合計 rlOO億円程度と見込ま

れるJ(向上書， 69ページ)といった，観光被害を主体とするかなりラフな推定にとどま

っている。また，宿泊客のキャンセルなど，一部は調査に依ったとみられるが， r間接被

害」の推計の根拠についても，全く明らかにされていない。これ以後の災害についても，

間接被害については，行政の取り扱いは基本的にほぼ同様である。

(2) 災害問題についてではないが，公害を含む環境問題について，他の経済的損失の場合

とはちがって，事後的な補償では回復不可能な不可逆的，絶対的損失の重要性とその予

防策の大切さを強調したのは宮本憲ーである(宮本憲一『環境経済学』岩波書庖， 1989 

年， 110-12ページ)。自然的災害の場合，直接の原因やプロセスは公害・環境問題とは

必ずしも同一ではないが，絶対的損失をともなう被害を，それ以外の相対的被害から区

分することは，災害予防や災害対策の有効性を確保する見地からは決定的に重要である。

(3) 国土庁防災局監修・災害対策制度研究会編『日本の災害対策(改訂版)~ぎょうせい，

1991年， 132ー 7ページ，三木義一「被災者に対する財政援助法とその問題点一被災住

宅の復興を中心としてJW静岡大学法経研究~ 36巻 I号， 1987年8月， 63-8ページ。

(4) たとえば， r農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律」によれ

ば，被害農家100戸，災害復旧事業費5，000万円(農地1，000万円，農業用施設4，000万円)

のケースでは，一般災害の場合でも， 4，210万円， 84.2%の国庫補助がなされる。これが

激甚災害となると， 4，771万円， 95.4%もの高率の国庫補助が行われる。また，地方負担

分のうち起債充当率は80%で，かっその元利償還金の95%は償還時に普通地方交付税計

算に算入されることになっている(国土庁，前掲書《注 3~ ， 194-208ページより算出)。

その結果，農地や農業用施設の被害については，その被害額と災害復旧費を早期に確定

することが必要となっているのである。

(5) 中小商工業者が災害のために被害をうけたときの救助援助措置は，主に公的な資金の

融資(含，信用保証)にとどまっている。すなわち，政府系中小企業金融3機関(中小

企業金融公庫，国民金融公庫，商工組合中央金庫)による災害融資によって貸付条件の

緩和措置(貸付限度額の引下げ，貸付期間・据置期間の延長などの緩和措置。ただし，

貸付利率は，激甚災害に指定された場合を除いて通常貸付と同率。)がとられるとともに，

信用保証協会の災害特別保証によって融資の円滑化が図られる。しかし，こうした融資

や信用保証は，原則として災害救助法が発動された地域の中小商工業者を一般的に対象

としており，個別の被害額や復旧額の確定を直接的な条件としている訳ではない。
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4 . 雲仙火山災害における被害の特徴

雲仙火山災害による被害の全体像を明らかにするには，今回の災害による

被害の特徴について，ヨリ具体的に検討を加えておかなければならない。被

害との関わりからみて，雲仙火山災害には以下のような特徴が指摘できるで

あろう。

(1) 再生不能の絶対的被害(損失)の発生

第 lは，火砕流という当初十分には予想されていなかった噴火現象のため

に，死者・行方不明者43名という，多数の人命の損失が生じたことである。

また，避難生活が長期化するにつれ，それに起因するとみられる自殺者や，一

部に家族やコミュニティの崩壊現象も発生している。これらは回復不能の取

り返しのつかない損失であって，絶対的被害(損失)と呼んでよいであろう。

1991年6月3日の大火砕流による犠牲者の内訳は，表4のように，マスコ

ミ関係者と火山学者，彼らのチャーターしたタクシー運転手で半数を超え，

地元住民はその周辺にいた消防団員，警察官以外は，農民6名が犠牲になっ

た。地域住民の被害者が比較的少数ですんだのは，当日は大雨・洪水のおそ

れがあり，土石流を警戒して住民の大多数が避難所に引きあげた後だったこ

とが不幸中の幸いだったからである。もしそうでなかったら，農民など地域

住民の被害者はずっと多数にのぼったと推察される。なぜなら，当時は丁度

特産の葉たばこの地域一斉の収穫期であり，他方，火砕流についての住民へ

の情報提供や教育は，極めて不徹底であったからに他ならない。また行政の

対応だけでなく，住民やマスコミの認識にも甘いものがあり，安全確認と避

難システムを欠いていたからである。このことは，それ以後実施された厳し

い立入規制をともなう警戒区域の設定と，防災行政無線の設置をふくむ避難

システムの確立によって，こうした犠牲者が l人もでていないことによって
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表4 火砕流による死者・行方不明者の内訳 (単位:人)

職 業 総 数 県 内 (うち市町) 県 外 外 国

消防団員 12 12 12 O 。
農 民 6(3) 6(3) 6(3) O O 

警 察 r同4 噌 2 2 2 O O 

('j、 計) 20(3) 20(3) 20(3) O O 

テレビ関係者 10 3 O 7 O 

新聞関係者 6 O 。 6 。
タクシー運転手 4 4 2 O O 

火山学者 3 O O O 3 

(小 計) 23 7 2 13 3 

三口為 計 43(3) 27(3) 22(3) 13 3 

(注) ( )内は行方不明者数で内数。「市町」合計の内訳は，島原市20(3)，深江町 1， 

布津町l。

(資料) 高橋和雄『雲仙普賢岳の火山災害における行政・都市システムの対応及び社会

的影響に関する調査，n， 1992年6月， 24ページ。『長崎新聞，n， 1991年6月4日。

も反証されている。しかし，犠牲者はすべて，社会的弱者ともいうべき勤労

者や農民であった。

(2) 長期持続的な大規模災害

第2に，雲仙火山災害の際立つた特徴は，噴火活動が長期間続いて本格的

な復興にとりくめないもとで住民の避難生活や生活困難が長期化し，また今

後噴火活動が治まったとしても，相当長期にわたって土石流などによる災害

が持続する危険性が強いことである。

lつに，火砕流や土石流の発生は，道路，鉄道，電気・ガス・水道，学校，

防災施設などの破損のような公共インフラストラクチャへの直接被害をもた

らした。それにくわえて，災害の長期化にともなう公共施設等の機能のマヒ

や悪化が，地域の住民生活や経済活動にたいし長期にわたって多大の間接的

被害を及ぼしてきた。

まず，電気・ガス・水道については，施設の破損や機能停止が部分的に生
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じた。警戒区域内へは立入ができないために，区域設定期間中は施設の再建

や機能回復は放棄されたままであった。しかし，その他の区域については，

災害がある程度の期間の経過をへて順次に拡大してきたこともあって，ライ

フライン系の場合，バイパスやバックアップ・システムの建設，補強によっ

てーまず対応がとられている。

大規模な火砕流や土石流の頻発は大人の地域住民にとっても危険性を感じ

させたから，まして子供達のような社会的弱者にとっては，その危険性はい

っそう強く予想された。そのため，表5に示すように，島原市と深江町の児

童生徒数は， 1991年6月末の避難ピーク時には，災害以前の水準と比べて 8

割強にまで急減した。この段階では高校生の減少はほとんどなかったが，注

目されるのは，中学校，小学校と学年を下るほど減少率が大きく，小学校で

は約3割の生徒が，一時的であれ，恒久的であれ，域外に転出している。島

原の第5小学校と第3中学校は半年以上も警戒区域の中にとり残され，他の

小中学校の校庭に建てられたプレハブ校舎などで，危険と隣りあわせの窮屈

な生活に耐えねばならなかった。 91年 9月には，深江町の大野木場小学校が

大規模火砕流のために全焼した。その後噴火が少しずつ沈静化し，警戒区域

表5 児童生徒在籍状況の推移(島原市・深江町)

年月日 小学校 中学校 τI司~ 校 Z口h 計 備 考

1991. 5. 1 4，456 2，463 3，682 10，601 -火砕流発生以前
000.0) 000.0) 000.0) 000.0) 

6.29 3，242 1，936 3，666 8，844 -避難ピーク時
(72.8) (78.6) (99.6) (83.4) . 6/20~7/31 夏期休業

8. 1 3，344 2，089 3，664 9，097 . 8/1 授業再開
(75.0) (84.8) (99.5) (85.8) . 6/8~11/4 島原第3中，

9.27 3，897 2，323 3，667 9，887 6/8~'92. 2/12島原第5
(87.5) (94.3) (99.6) (93.3) 小警戒区域内に所在

11.26 4，001 2，346 3，667 10，014 . 9/15深江町大野木場小火
(89.8) (95.2) (99.6) (94.5) 砕流により全焼

1992. 5. 1 4，008 2，299 3，514 9，821 
(89.9) (93.3) (95.4) (92.6) 

1993. 1 .31 4，028 2，301 3，510 9，839 
(90.4) (93.4) (95.3) (92.8) 

(資料)長崎県学校教育課，島原市，深江町調べ。
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が縮小してくるにつれて仮転校児童の多くは戻ってきたが， しかし災害前と

比べると 1割近くが流出したままとなっている。

公共インフラストラクチャの機能のマヒや低下という点で，最も広範かっ

深刻な波及的影響を地域に及ぼしたのは，道路や鉄道などの交通系インフラ

の機能悪化である。島原半島の幹線道路は，長崎市から諌早市を経由して半

島を海岸線沿いに一周する国道251号線と，諌早市から雲仙を経て半島中央

部を横断し島原市にいたる国道57号線とからなる。また鉄道は，諌早から半

島東部を島原市を経て南端の加津佐町にいたる全長78.5凶の島原鉄道が唯一

の路線である。前掲図 lでみられたように，これら主要幹線路のすべてが，

島原市と深江町の境界にあって災害の中心地となった水無川の下流部に集中

している。しかも，島原市は，半島内における唯一の市として地方中心都市

を形成しており，南部に連担する深江，布津，有家などの各町とは通勤圏，

通学園，商圏のほか，県の出先機関や病院など中枢管理機能の圏域内での中

心的役割を果たしている。その結果，水無川流域への警戒区域の設定は，表

6のように 2つの幹線国道と唯一の鉄道を遮断し，地域聞の交通を大幅に

制限せざるをえなかったのである。

道路や鉄道のネットワークが遮断されても，そのパックアップ・システム

やバイパスが予め効果的に用意されていれば，地域経済社会や住民にたいす

るダメージは最小限に抑えられる。しかし，交通遮断の結果，島原-深江間

の陸上ルートは，雲仙岳の反対側を大きく迂回して 1時間以上もかかる県道

ルートだけとなり，朝夕の通勤・通学や物流，商業活動に大きなダメージを

与えた。通勤・通学については船便が臨時的に投入されたが， しかし日常的

な物流や人流の代替システムはなく，両市町聞は事実上分断され，地域経済

や住民生活にたいして長期にわたって重大な被害と困難を及ぼすことになっ

たのである。こうした被害は，今後も，土石流の発生などによって断続的に

生じる危険性を否定できない。

2つに，さらに注目すべきは，市街地に至近距離にある火山の噴火によっ
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て避難住民がピーク時(1991年9月)で l万人を超え，現在(1993年2月18

日現在)でも995世帯， 3，235人の地域住民が仮設住宅に避難している状態で，

住民の生活や地域社会にも甚大なインパクトを及ぼしていることである。か

つて，これ程の人口集中地域で，これだけ長期間にわたって警戒区域が設定

された例はなかった。そのため 2年近くに及ぶ長期間の避難生活は，特別

の経済的負担の増大と精神的・身体的な不安やストレスの異常な高まり，病

気や不健康状態の多発，家族離散，家庭不和，住環境の悪化，地域共同機能

の劣化などの社会的被害を生じさせ，またそれらは人口流出の誘引となり，

自殺者の発生などの絶対的損失を生む危険性さえ苧んでいる:

(3) 商工業被害の甚大性と披行的波及性

第3に，雲仙火山災害は，火山とはいっても山奥でおきた災害ではなく，

島原市という地方中心都市を主体に，隣接の深江町，小浜町などの周辺地域

をまきこんだ都市型災害であって，とくに経済的には商工業被害の地域経済

に与えるインパクトが大きく，またその影響が地域的，時期的，階層的等の

差異性をもって，肢行的に地域経済に波及し，相互連関的な被害をもたらし

ていることである。

商工業被害のもっとも大きかったのは，島原市，深江町，小浜町の l市2

町である。そこでこれら市町が，長崎県内及び島原半島(1市16町)内に占

める経済活動上の位置について予め産業別に概観しておこう。表7は，この

3市町の人口と産業別就業者数が，半島計及び県計に占めるウェイトをみた

ものである。島原半島は人口では県計の11%であるが，農業就業者の比率で

は32%と高く，同半島は，この点から見て県下屈指の農業地帯といってよい。

他方，製造業の比重は県計の13%であるのにたいし，卸小売・飲食庖では

9%，サービス業では10%と，第2次，第3次産業就業者の比率は長崎県下

の平均前後の比較的低い水準にある。しかし，半島内での就業者の地域的集

中度をみると，島原市に製造業の26%，卸小売・飲食庖の36%，サービス業
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表7 島原半島の人口と産業別就業者数 (1990年) (単位:人， %) 

人 口 農 業 製造業 卸飲小食売庖 サービス業

島 原 市 44，828 2，396 3，287 5，066 5.457 
25.6) 25.7) 35.5) 31.9) 

深 江 町 8，422 1， 020 586 726 862 
4.8) 4.7) (4.6) (5. 1) (5.0) 

浜 町 13， 149 1， 181 449 1， 205 2，321 
7.5) 5.5) (3.5) 8.4) 7.8) 

(小 計) 66(3 ，399 4.597 4.322 6.997 8，640 
7.9) 21. 3) 33.8) 49.1) 50.6) 

その(14他町半)島 108(6 ，740 16，943 8，467 7，267 8.451 
2.1) 78.7) 66.2) 50.9) 49.4) 

半島計 (a) 175，139 21， 540 12，789 14，264 17，091 
100.0) 100.0) 000.0) 100.0) 

長崎県計 (b) 1，562，959 66，575 99，917 158，625 171， 398 

a/b (%) 11.2 32.4 12.8 9.0 10.0 

(資料)総務庁『国勢調査J(第2巻，その2，42，第3巻，その 2，42) 1991， 92， 

より作成。

の32%が集中している。ことに商業やサービス業の集中度が高いことは，島

原市が，半島内における商品流通やサービス機能の最大の拠点的中心都市と

して，全般的な脆弱性をもちながらも，周辺地域と密接な関係をとり結んで

いることを示唆している。また小浜町も，商業やサービス業のウェイトが相

対的に高く，雲仙温泉と小浜温泉という，山と海の2大温泉街を中心とする

同町の観光産業へのシフトを表している。

以上の地域産業構造の特徴をヨリ端的に示しているのは，表8の産業別総

生産の動向であろう。この表では，上述の 1市2町について，その各総生産

が半島及び県全体に占める比重を，業種をヨリ細かくとって示しである。

島原半島の産業別総生産は，農林業では県下の33%と際立つて高い割合を

占めているのに対し，第2次，第3次産業では 8'"'-'9%程度にすぎない。半

島は全体としては，農村地域に観光業や製造業，商業，サービス業，公共支

出が基礎となった，相対的に弱い地域経済を形成している。しかし，商工業

やサービス業の場合，総生産の島原市への集中度は，就業者の集中度よりも
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一層高く，半島全体の約30'"'-'40%が岡市に集中している。 1市2町を合わせ

ると集中度は40'"'-'60%台に達し，顕著な集中傾向を示している。なお，観光

を基幹産業とする小浜町の場合には，サービス業の比率が23.3%と，同町の

他業種の比率とくらべて突出して高い。

問題は，このような地域経済の特性をもっ島原地域に，今回の雲仙火山災

害がいかなるインパクトを及ぼし，商工業被害を拡大させてきたかである。

商工業関係の直接被害の調査は，先述のように極端に遅れている。しかし，

島原商工会議所による独自のアンケート調査によれば，大火砕流で死者ので

た91年6月中に生じた事業用資産の被害額だけでも87億円を超えると推定さ

れている;この被害額に，その後多発した火砕流・土石流による被害が加わ

るのである。

とはいえ，商工業にたいする影響や被害の点で一層広範かっ額の大きいの

は間接被害であろう。表9は，本格的に被害が拡大しはじめた1991年6月か

ら92年5月までの 1年間について，島原，深江，小浜の3市町と半島全域で

発生したと推定される商工業間接被害額の内訳である。この推計値は，前年

同月と比べた売上高の減少額を今回の災害によるマイナス分とみなしてアン

ケート調査に基づき業種ごとに算出したものを集計している。

ここ 1年間の商工業間接被害額は，島原半島全市町合計で953億円にのぼ

ると推計される。この被害額は，表8から算出した89年度の半島の商工業総

生産2，457億円の約40%に相当する。島原市では，この被害額の総生産比率

は75.8%にも達する。被害額は， 90年度の半島全市町の決算歳出総額526億

円の実に1.8倍にものぼる膨大なものである。この商工業間接被害額の70%

近くが島原市に集中し市2町の合計では95%という極度な集中傾向がみ

られる。商工業間接被害のl市2町，ことに島原市への集中度は，後述の農

業被害の場合と比べ格段に高い。農業の場合には，火砕流・土石流の頻発と

警戒区域の設定による立入制限が避難対象地域に被害を集中させる一方，噴

火による降灰が被害を地域的に拡散させた。これにたいして，商工業間接
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表9 災害による商工業間接被害額(1991.6 ----1992. 5). 単位:百万円， %) 

業 種 島原市 深江町 小浜町 (小計) 他14町 半島合計

製造業 3，039 823 629 4，491 867 5，358 5.6 
56.7 15.4 11. 7 83.8 16.2 100.0 

商 業 32，960 4，281 3，382 40，623 2，227 42，850 45.0 
76.9 10.0 7.9 94.8 5.2 100.0 

建設業 3，640 1， 387 2，931 7，958 1，204 9，162 9.6 
39.7 15.1 32.0 86.9 13.1 100.0 

サービス業 11，892 2，666 3，176 17，734 252 17，986 18.9 
66.1 14.8 17.7 98.6 1.4 100.0 

旅館ホ ・ 3，973 235 3，553 7，761 64 7，825 8.2 
テル業 50.8 3.0 45.4 99.2 0.8 100.0 

その他 10，468 513 1， 157 12，138 O 12， 138 12.7 
86.2 4.2 9.5 100.0 100.0 

三口為 言十 65，972 9，905 14，828 90，705 4，613 95，319 100.0 
69.2 10.4 15.6 95.2 4.8 100.0 

(資料)長崎県商工課調べ。

被害の場合には，半島の第2次，第3次産業総生産の51%(うち島原市は36

%)を占める l市2町，とくに商品流通・サービス機能の地域拠点である島

原地区に被害が集中したことが間接被害額を増大させるとともに，被害の高

度な地域的集中傾向という，都市型災害の特徴をもたらしたのである。

雲仙火山災害の長期的・持続的特性は，こうした商工業間接被害の場合に

も，被害の状況とその回復過程について，時間的，業種的，地域的に多様性

と肢行性をもたらしている。

表10は，商工業間接被害率を，被害の集中した 1市 2町について月別の推

移によってみたものである。商工業間接被害は，全体としてみれば，時期的

にはI期(1991年6月------11月)ほど被害率が大きく，年間被害額の約7割が

この期に集中している。これは先述のように 2つの幹線国道と鉄道の通行

止めを含む交通規制が 1期には厳しく実施されたからである。半島の南東

部は島原都市経済圏に属する。その結果，代替手段のほとんどない交通イン

フラの機能マヒは，島原地区の商工業やサービス業に重大なインパクトを及

ぼさざるをえなかったのである。また，観光産業への依存度が大きい島原市
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と小浜町では，噴火に伴って観光客が急減した。そのため，旅館・ホテル等

の観光産業は災害の直撃をうけ，そこから地域経済にも被害を波及させてい

ったので、ある。

業種別，市町別に間接被害の程度と推移の特徴をみると，次の点が指摘で

きょう。

① 製造業の被害は I期の前半にはかなり大きかったが以後の回復は一番

早く， n期に入ると島原市のように前年を上回るケースも出ている。これは，

島原地域の製造業が従来から労働力依存型の縫製や食品などの工業を主体と

しており，取引関係や市場も半島内に限定されず，直接被災を除けば，通勤

や道路通行の障害が除去されるにつれ，急速に回復に向ったからである。

② 商業の場合にも 1期前半の大幅な売上減の後，交通規制が順次緩和

されるにつれて回復にむかつたが，回復過程には地域的な不均等がみられる。

小浜，深江の両町ではE期後半には以前の水準に近い所まで回復したのに対

し，中心市の島原では10数%の被害率のまま回復過程が停滞している。これ

は島原市の場合，観光客の回復が停滞的であること，災害による消費需要の

低迷が買回り品等の商圏の中心地にダメージを与えていること，交通規制の

長期化が周辺部の郊外庖の拡張と中心部の商圏の縮小を生じさせていること，

等が原因となっている。こうした傾向はこれ以後も続いており，長期にわた

る売上の減少は，業界の最も弱体な部分に，最も深刻な打撃を及ぼしている。

① 一方建設業の場合には，状況はかなり異なる。もちろん建設業でも I

期には大きな被害をうけた。しかし， n期に入ると業況は急速に回復してき

ており，月によっては対前年を上回っている。これは，いうまでもなく災害

復旧工事による特需が出はじめたためであって，災害の地域経済に与える中

長期的影響の多様さと複雑さを物語っている。

④ これとは対照的に，最も甚大かっ深刻な被害をうけ，最も回復が遅れ

ているのが，旅館・ホテル業のような観光産業である。とりわけ島原市の状

況が最も悪く，回復の度合とテンポも一番遅い。これを，宿泊客数の増減率
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の推移としてみると，図2のように，同じ観光地でも島原市と小浜町との問

には，回復過程に明らかに有意の差がみられる。これは，島原市の場合，大

きな比重を占めていた学校の修学旅行や合宿客がとだえ，一般客についても，

団体旅行が観光ルート外となってしまったからで，観光業の回復にはまだ相

当の長期間を要するであろう。

① サービス業の動向は，全体としては商業のそれと類似している。しか

し島原市のサービス業が，道路がほぼ全面復旧した I期末から急速に回復

傾向に転じたのに対して，隣接の深江町のそれは逆に急激に悪化している。
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これは，交通規制の解除によって，それまで深江町で充足されていたサービ

ス需要が島原市に再流出したからである。とはいえ，島原市のサービス業も，

商業と同様，災害前の水準にまでは回復していない。

以上のように，商工業の間接被害については，災害が長期間持続するのに

伴って，その被害額の大きさ，地域経済へのインパクトの質と程度，回復の

度合とテンポ等について，時期別，業種別，地域別，階層別に，多様性と岐

行性をともなっていることが明らかとなった。災害からの救済・復興対策に

ついては，そうした多様性や肢行性に対応した措置を，個々の自治体を単位

に，キメ細かく行っていくことが必要となっているのである。

先に953億円と推計された商工業間接被害は，相互連関的に半島全域へ次

々と波及し，さらに一部は長崎県内から県外へも波及してし 1く。また災害に

ともなう生産・販売の減少は，付加価値や所得を減少させ，就業や雇用の状

態にも大きな影響を与えざるをえない。こうして商工業被害が長崎県全体に

及ぼす被害波及額を，生産額，粗付加価値額，就業者数について， I長崎県

産業連関表」等に基づいて推計したのが表11である。

生産額の被害波及額は， 1991年6月'"'"'92年5月の 1年間の総額で1，695億

円に達する。これは当初間接被害額953億円の1.78倍にのぼる。別途推計に

よれば，被害波及額1，695億円のうち352億円 (20.8%)は移輸入をとおして

県外に被害が波及していくと推定されるので，県内被害波及額は残り1，343 

億円となる。このうち島原半島内に及ぼす影響を正確に推定することは資料

の制約からできない。しかし，半島に特徴的な地理的，経済的な閉鎖性の強

さからみて，その相当部分が半島内への波及被害額と推察される。

かりに，県内誘発被害額の半分を半島分としても，半島内被害波及額は

1， 148億円となり，前年度半島内総生産2，860億円の40%を超える深刻な被害

を，この 1年間にわたって地域経済に及ぼし続けてきたことになる。その後

も，フローの月当り被害率の程度こそ当初と比べれば軽くなってきたとはい

え，多数の業種では依然として間接被害は継続し，業容は弱体化しつづけて
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表11 災害による産業別生産額・粗付加価値額・就業者数への商工業被害波及額

(単位:百万円，人， %) 

被 呈ドコ主 波 及 額
業 種

生 産 額 粗付加価値額 就業者数

農 林 産 物 2，254 1.3 1， 095 1.1 969 3.9 

水 産 物 832 0.5 489 0.5 132 0.5 

鉱 産 物 250 0.1 108 0.1 15 0.1 

(小 計) 3，336 2.0 1， 692 1.7 1， 116 4.5 

食 料 口ロ口 6， 186 3.6 1， 260 1.3 408 1.6 

繊 市住 製 口口口 1， 975 1.2 575 0.6 421 1.7 

木製品-パルプ・紙 709 0.4 231 0.2 82 0.3 

印刷 出版 564 0.3 274 0.3 97 0.4 

陶磁器・窯業土石 914 0.5 310 0.3 115 0.5 

鉄鋼・非鉄金属 693 0.4 222 0.2 54 0.2 

機械 1、~ *由八日 2，326 1.4 868 0.9 97 0.4 

その他製造品 430 0.3 146 0.1 43 0.2 

(小 計) 13， 797 8.1 3，886 3.9 1， 317 5.3 

建 設 11， 077 6.5 4，685 4.7 1， 205 4.8 

電気・ガス・水道 5，301 3. 1 2，258 2.3 77 0.3 

商 業 53，392 31. 5 35，474 35.4 12，590 50.5 

金融 保険 6，544 3.9 4，858 4.9 737 3.0 

不 動 産 15，428 9.1 13，212 13.2 102 0.4 

運 輸 10，808 6.4 4， 788 4.8 1， 421 5.7 

通信 放送 4， 152 2.4 3，032 3.0 495 2.0 

公務・公共サービス 7，581 4.5 5， 106 5.1 981 3.9 

民間サービス 35，948 21. 2 20， 755 20. 7 4，857 19.5 

(小 計) 133，853 79.0 87，225 87.1 21， 183 85.0 

分類不明他 2， 131 1.3 353 0.4 19 0.1 

β口為 計 169，498 100.0 100， 103 100.0 24，917 100.0 

(注)被害波及額は第2次効果まで推計している。

(資料)表 9 及び長崎県企画部『長崎県産業連関表~ 1990年， w長崎県の工業(平成

元年H1991年， w長崎県の地域別総生産(平成元年度)~ 1992年，総理府『家
計調査年報~ 1991年より推計。
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いる。さらに，この商工被害以外に，次項でみるような農林水産業の被害が

加わり，相互に連関的・波及的影響を及ぼしあうのであるから，いまや地域

経済と産業の被害状況をふまえた復興対策は一段と緊要となってきているの

である。

なお，表11では，粗付加価値額と就業者数への波及被害も示しである。粗

付加価値への被害波及額は約1，000億円，このうち商業，サービス業，不動

産業などの第3次産業が全体の87%と圧倒的に高いウェイトを占めている。

これを反映して，就業者への影響人員は25，000人に及ぶが，うち85%が商業

を中心とする第3次産業で占められ，就業者や雇用者の状況にも大きなマイ

ナス効果を及ぼしていることが推察されるのである。

(4) 第一次産業被害の大規模性，多様性，持続性

第4に，雲仙火山災害は都市型災害であるとともに，それを基本としなが

ら，農山漁村型災害が絡んでいる点にもう 1つの特徴がある。そのことは，

直接自然を労働対象とした，島原地域の主要産業の lつで、ある第一次産業に

も，多様かっ大規模で持続的な被害が発生しているということである。

lつに，農業関係の被害は，島原市と深江町の避難対象地域を中心にその

表12 長崎県下の農業に占める島原半島の位置 (1990年)

長崎県 島 原 半 島

1口h 計 半島合計 島原市 深江町

総土地面積 ((凶%)) 4，089 459 59 23 
100.0 11. 2 1.4 0.6 

耕 地 面 積 ((%ha) ) 63，300 14，867 1，150 689 
100.0 23.5 1.8 1.1 

農 家 戸 数 ((戸%)) 55，367 13，045 1.389 554 
100.0 23.6 2.5 1.0 

農業粗生産額(百(万%)円) 167，405 62， 760 7，159 3，428 
100.0 37.5 4.3 2. 1 

所10a当り生産農業得 (千(倍円)) 103 157 215 211 
1. 52 2.09 2.05 

(資料) 九州農政局長崎統計情報事務所『長崎農林水産統計年報j，1991年度。
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周辺の降灰地域で大きく，島原半島のほぼ全域に及んでいる。先述のように，

島原半島は畑作，畜産，果樹を主体とする，長崎県内有数の農業地帯である。

県内に占める半島の位置は，表12のように，総土地面積では11%にすぎない

が，耕地面積と農家戸数では24%，農業粗生産額では38%，10 a当り生産農

業所得では県平均の1.5倍以上にも達する。なかでも，島原市と深江町を含

む半島の東側は専業農家も相対的に多く，農業生産性も高い。今回の噴火災

害は，この県下屈指の農業地帯を襲ったのである。

先述のように，必ずしも十分とはし、えない収量減収方式による県推計によ

っても，農畜産物の被害額は，表13に示すように， 1991年6月"-'12月(1期)

の7か月間だけで，島原半島全体では約70億円，そのうち島原市と深江町で

半分を超える約36億円にのぼる。被害総額の36%が島原と深江の避難対象地

域に集中し，両市町合計では51%と過半を占め，被害の地域集中傾向がみら

れる。とはいえ，その程度は商工業被害ほどではない。一方，農作物の被害

率をとると，半島全体では16%であるのに対し，島原市では62%，深江町で

は73%にのぼり，避難対象地域(両市町の農家数の23%，耕地面積の25%を

占める)では，被害率は99.8%と潰滅状態に陥った。

このように，農作物被害は避難対象地域を中心に島原，深江に集中し，か

っ両市町の被害率は著しく高い。とはいえ，被害は，そこだけには限られな

い。降灰による農作物被害も軽視できなし、からである。ことに普賢岳を円の

中心として，島原，深江と連担する半島東側の良好な農業地帯を有する各町

では，被害率が軒並み10，-....，20%と総じて高い。噴火災害はこのように県下有

数の農業地帯である島原半島の，さらにその最も中心地域に，最も重大なダ

メージを与えたのである。

I期7か月間の農畜産物被害額70.4億円を，その前年 (1990年) 1年間の

農業粗生産額627.4億円と比べると11.2%に相当する。この比率は，島原市

では29.2%，深江町では42.6%と格段に高く，農業被害の両市町に与えたイ

ンパクトの大きさを示唆している。ことに深江町は「農業の町」といってよ
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表13 農畜産物被害の推計 (単位:戸， ha，百万円， %) 

期 1. 1991. 6'""91.12 II. 1992.1'""92.10 

農 家 数 (戸) 539 321 

耕地面積 (ha) 509 300 
% % 

避 農作物被害(百万円) 2，030 28.8 321 9.2 

fこ lま 1， 076 15.3 
難

野菜・花き 493 7.0 
対 果 樹 247 3.5 69 1.8 

象 飼料作物 115 1.6 3 0.1 

地
樹 体 被 害 9 0.1 89 2.6 

家 畜 被 蛍ドコ三 520 7.4 
域 (計) 2，559 36.4 410 11. 8 

〔うち島原市〕 1，525 21. 7 386 11. 1 

深江町 1，032 14.7 25 0.7 

草島島他その

農作物被害 4，479 63.6 3，078 88.2 

た ば 」ー 1， 103 15.7 161 4.6 

野 菜 1， 493 21. 2 1，223 35. 1 

果 樹 1， 598 22.7 1，100 31. 5 

メ口為 計 7，038 100.0 3，488 100.0 

〔うち島原市〕 2，093 29. 7 937 26.9 

深江町 1， 461 20.8 272 7.8 

〔参考〕耕地被害 7，640百万円(193ha)

(資料)長崎県農政課調べ。

く，特産物の葉たばごや野菜などの被害は甚大なものとなった。こうした減

収被害に，先述のように噴火による作付不能や作付手控え，市場での買いた

たきによる値崩れが加わって，地域経済の基盤を農業に依存する度合の相対

的に高い島原経済に重大な損害をもたらしてきたのである。

なお， II期に入って被害額が半減し，ことに避難対象地域では8割以上の

大幅減となっている。しかし，これは幾度か指摘したように，農作物被害の

集計方式の不備による点が少なくないとみられる。現に，避難対象地域以外

の島原半島の農作物被害減少率は3割程度にとどまっており I期ほどでは
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ないとしても， II期に入ってからも，農作物の被害が依然、高い水準で実質的

に持続していることを物語っている。

2つに，林業関係の被害である。従来の公式推計値にはまだ計上されてい

ないが，林業被害はこれまで判明した分だけでも相当の額にのぼると推定さ

れる。普賢岳の山頂から水無川，中尾川沿いの上流部はいまだ警戒区域が設

定され，詳しい立入調査ができていない。そのため，航空写真等から判定し

た被害概況を含まざるをえないが，これまでに判明した林業被害の状況は表

14の如くである。

林業被害額は総計で約500億円と推定される。そのうち約三が国有林被害，

残り士が民有林被害である。雲仙は，日本で最初に国立公園に指定された関

係もあって国有林の比率が高く，林業被害にもそれが反映している。民有林

被害のうちでは，施設等の被害が86.4%と大きく，ことに崩壊地がその大部

表14 林業関係被害の推計 (単位:百万円， %) 

数 主主豆ヨー 被 呈仁コ主 額

a.民有森被害 16，713 100.0% 

崩 壊 地 21箇所 14，208 85.0 
施 林 道 b 11 108 0.6 

設 林産施設 6 11 121 O. 7 

等
苗畑施設 4 ノY 3 0.0 

(小 計) 14，439 86.4 

産物等林

林 産 物 700ha 2，213 13.2 

特用林産物 99 t 62 0.4 

(小 計) 2，275 13.6 

b.国有森被害 33，300 

l口L 計 (a+ b) 50，013 

(注)(1) 1992年12月31日現在判明分。

(2) 崩壊地の面積は約100ha。

(3) 林産施設は， しいたけの育成施設及びほだ場。

林産物は立木，特用林産物はきのこ類。

(資料)長崎県林務課調べ。
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分を占める。崩壊地被害は，溶岩の崩落や土石流によって埋没したり破損し

た砂防堤や治山施設の被害が主なものである。一方，林産物等の被害は立木

被害が主要なものであるが，これは詳しい調査が進めばさらに増加する可能

性が大きい。

3つに，漁業被害とその持続的拡大の懸念である。漁業被害には火砕流に

よるものは少ないが，土石流にともなう土石・流木などの流出物が漁具等に

直接被害を生み，また有明海の中でも最も良好な漁場である水無川沖の漁場

荒廃を進めている。

表15は，島原市の全5漁協について，漁業関係被害額を推計したものであ

る。漁具等の直接被害額は少ない。だが，準直接被害である水揚高の減収被

害には，すでに相当な影響が出てきている。 1991年4月'"'-'12月(1期)及び92

年1月'"'-'9月 (II期)の各9か月間の水揚高を， 1990年4年'"'-'12月のそれと

比較すると，減収被害額は 1期280百万円， II期509百万円，合計789百万

円と推定される。 I期の減収被害率は全漁協平均では27%であるが，水無川

沖に漁業権をもっ安中漁協では77%に達し，被害の程度にも地域差が出てい

る。

しかし，漁業被害の場合，ヨリ注目すべきは，噴火の長期的な漁業への影

表15 漁業関係被害の推計(島原市各漁協分)

被 営Eコ三 額 比 率

漁具等被害額 11百万円 1.4% 1.0% 

I 水揚高被害 (91.4"-' 12) 280 35.0 26.5 

E 11 (92.1"-'9) 509 63.6 48.2 

計 ( 1 + II ) 789 98.6 74.8 

メ口泊、 E十 800 100.0 75.8 

前年水揚高 (90.4"-'12) 1.055 100.0 

(注)水揚高被害額は， 1990年4月"-'12月の各漁協の全水揚高1，055百万を

基準にして 1期 II期の水揚高との差額を被害額として推計した

額。

(資料)島原市農林水産課調べ。
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響であろう。ことに土石流の発生は， 1992年3月以降，ごく普通の前線性降

雨程度でも中規模なものが発生するようになった。そのため漁場の荒廃が進

み，被害が拡大する危険性が高まっている。現に， 1I期に入って，減収被害

額は I期のそれを上回り，被害率も27%から48%へと高まっている。将来，

砂防対策が完備するまで，相当長期にわたって漁場荒廃は水無川沖から周辺

有明海へと拡がり，長期間持続して深刻な漁業被害を及ぼしていく危倶を否

定できない。こうした自然環境の破壊による被害の長期持続性と拡大性に，

第一次産業，ことに水産業被害の特有の深刻さがある。

以上のように，自然災害の第一次産業に及ぼす影響は，地域ごとにその自

然、的，産業的，社会的な地域特性によって多様であり，また被害の持続性に

も特徴がある。このことは，同じ第一次産業の被害とはいっても，地域ごと，

産業ごとに，地域特性に適合した対策を講じていく必要性を示唆していると

言ってよいであろう。

(5) 現行の災害対策法制の限界に起因する被害の拡大

第5に，雲仙火山災害が長期の持続性災害であることは，これまでの一過

性の災害ではかりに問題として指摘されることはあっても，結局は糊塗され

てきたような現行の災害対策法制の矛盾や限界を鮮明に露呈させ，そうした

制度的な不備が住民の被害を拡大している側面を浮かびあがらせることにな

っている。

現行の国の災害対策法制は，一言でいえば責任法の体系に依っている。災

害があった場合，その責任の所在を明らかにすることは，一般的にいえば当

然であろう。もしそこに「過失」か「蔵庇Jcr無過失責任J)が認められれ

ば，加害者に賠償責任が生じるからである。

しかし，現実には，この責任法体系がうまく機能していない。ことに自然

的災害の場合には， しばしば「未曽有の災害」であることが強調され，く自

然災害=天災=不可抗力な自然現象〉であるので国に補償責任はなく，災害
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からの救済・復興は原則として個人の責任であって「自助」が原則とされ

4:こうした法制上の建前と現実にあっては，災害の予防は軽視され，災害
対策は，災害発生時とその直前・直後の一時的応急対策以外は，必然的に，

事後的な道路・橋・砂防ダムのようにハードな公共土木施設の復旧に対策の

中心が置かれざるをえない。

しかし，災害が「天災」であると言うなら，国にだけではなく，被害者で

ある個人にも責任はないはずである。責任法体系が基本であることはょいと

して，しかしそれだけでは，現実には，災害からの被害者の救済や復興には

当然限界が生じる。したがって，本当に実効性のある災害対策を講じるには，

責任法体系だけではなく，本来公共の福祉と基本的人権を保障すべき立場に

ある国は，憲法の人権保障体系の中にこれを位置づけ，福祉型災害法制を用

意しなければならないのである。

だが，実際にはそうはなっていない。今回の災害の場合には，従来の一過

性災害の場合には被害者の責任と自助に塗りこめてきた現行災害対策法制の

矛盾と限界が，大規模災害が長期化することによってかえって鮮明となり，

むしろ法制度の不備が災害による被害を拡大さえしている事態が明らかとな

ってきた。

lつ例をあげよう。 91年6月から警戒区域の設定は，人命の保護には確か

に役立つた。それ以降，幸い人命に関わる直接被害は出ていない。しかし，

先述のように，市街地を含むこれほどの人口集積地で， しかもこれだけ長期

間，地域住民の立入が制限された前例はない。その結果，長期の立入や交通

の規制は住民に様ざまな負担を強い，営業・営農を制約して人為的な被害の

拡大を生んだのである。

にもかかわらず，国の行政の立場は， I人命は財産や事業に優先すべきも

のである」から， I住民の生命や身体の安全を保つための警戒区域設定等に

よって生じた損失には，補償という考えをとることは困難であるJ，として

いる。だが，この規制措置は，住民を含む市民一般の生存権を保障する手段
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として，長期間にわたって住民の生活権や財産権を犠牲にするもので， I私

有権の正当な補償の下での公共目的使用J(憲法29条3項)に抵触するおそ

れが大きいほか，むしろヨリ基本的には，災害対策の法制体系が人権保障=

福祉型になっていない点に問題がある。しかも，住民に特別の損失を強制す

るこうした法制体系の不備が，警戒区域の設定においては設定権者である市

町村長の決断を鈍らせ，あるいは警戒区域内への住民の不法立入を誘発して，

生命の保護という，法制度が本来期待している効果をも自ら減殺していると

言ってよい。

一過性の災害であれば，仮に警戒区域が設定されても，立入規制は短期間

ですみ，住民に与える損失は相対的には少ない。しかし今回のように規制が

長期に及ぶと，補償システムの未確立が住民の被害を二次的，人為的に拡大

するという，現行法制体系の矛盾が顕在化せざるをえないのである。

同様のことは，地元からの強い特別立法の要請が，現行災害対策の矛盾と

限界を突く形でもわき上ってきた。これにたいして，国は個人補償はしない

という制度上の建前は堅持したまま，実際には，現行法制度の枠内での弾力

的運用及び特別措置の拡大で対応するという形で妥協した。国のこの措置の

上に，県・市町の一般会計事業，県・市町の「災害対策基金」の創設，国民

からの義援金事業を加え，いわば災害対策事業の四重構造のフィルターによ

って，何とか国の制度のすき間をふさごうとしているのである。

しかしこうした苦肉の対応策で切り抜けようとしていること自体，逆に

現行災害対策の不備と限界を吐露しているといってよい。災害の長期化にと

もなって，制度の谷間を埋めきれない被災住宅の復興援助，移転補償，代替

農地の確保など，被災者の生活再建のために最も重要な施策がなかなか進ま

ず，現行制度の不備が，自力復興を迫られている被災住民の生活基盤や復興

意欲を減退させるケースさえではじめている。
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( 6) 自治体の財政基盤の弱体化と行財政の集権化

第6に，島原市も深江町も，もともと財政力の強い自治体ではない。今回

の災害は，地域経済に深刻な影響を持続的に与えつづけ，その結果，被災自

治体の財政基盤を一層弱体化させるおそれが小さくない。その一方，大規模

災害が長期化するにつれて，非常時の一時的・臨時的財政支出が増加するだ

けではなく，災害に関わる支出増が相当長期間にわたって拡大する可能性も

強まっている。こうして，被災自治体は，財政の収支両面から挟撃されて財

政ストレスを強め，国や県への財政依存を深めざるをえない。しかし，自治

体の財政依存の強まりは，自治体行財政の中央集権化をおしすすめ，地方自

治の弱体化に繋がる危険性も少なくないのである。

表16は，島原市の1991年度の普通会計決算における収入・支出状況の概要

である。右欄の歳出(性質別)をみると， 91年度の支出合計は168億58百万

円にのぼっているが，この数値は前年度の107億92百万円と比べ， 56%もの

大幅増加となっている。島原市の場合，災害対策を除けば特別の支出増加要

因はなかったから，大まかにいえば，例年の財政支出総額の半分以上にも匹

敵する金額が，雲仙岳噴火にともなって災害対策関係経費として既に支出さ

れているということである。とくに公共事業費に関わる投資的経費は，いま

だ本格的な復興事業にとりかかれない状態であるにもかかわらず，応急的な

災害復旧事業費や補助建設事業費の高い伸びに支えられて， 71%もの増加率

を示している。

しかも，急増しているのは投資的経費だけではない。通例，経常的経費と

いわれるものの中でも，火山災害という非常事態のなかで，人件費で23%，

物件費で28%，また特に災害救助を含む扶助費では51%もの高い伸び率とな

っている。このように，雲仙岳の本格的な噴火がはじまってから l年にもみ

たない間の応急的・臨時的な市の財政支出でさえ，その急増振りには睦目す

べきものがある。
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表16 島原市の財政収支の状況 (1991年度，普通会計決算)

(単位:百万円， %) 

歳 入 歳 出(性質別)

区 分 百万円 構成比 増減率 区 分 百万円 構成比 増減率

地 方 税 3，114 18.4 -6.3 人 件 費 2，883 16.8 23.1 

地方譲与税 281 1.7 6.3 物 件 費 1，382 8.2 28.4 

地方交付税 4，961 29.3 33.2 維持補修費 107 0.6 -10.9 

普 通 3，461 20.4 9.9 扶 助 費 2，597 15.4 51. 3 

特 ~Ij 1，500 8.9 161. 3 補助費等 896 5.3 22.4 

小計(一般財源) 8，567 50.6 14.2 0: 債 費 915 5.4 4.5 

分担金・負担金 230 1.4 -5.1 積 立 金 1，608 9.6 33.5 

使用料・手数料 164 0.9 -21. 7 投資・出資・貸付 1，950 11. 6 2182.8 

国庫支出金 1，804 10.6 46.3 繰 出 金 435 2.6 70.5 

県支出金 2，739 16.1 383.9 (小 計) 12，724 75.5 52.1 

財産収入 446 2.6 -5.1 投資的経費 4，134 24.5 70.5 

繰 入 金 716 4.2 418.3 内普通建設事業 3，702 22.0 57.3 

繰 越 金 344 2.0 18.4 補 助 1， 105 6.6 197.0 

諸 収 入 469 2.8 67.1 単 独 2，597 15.4 42.8 

地 方 債 1，468 8.7 718.3 災害復旧事業 404 2.4 2671. 8 

ム口. 計 16，960 100.0 52.3 ム口. 計 16，858 100.0 56.2 

(注)合計には，その他の小項目を多少含むので，累計とは一致しない。

増減率は，対前年度比仰。

(資料)島原市総務課調べ。

さらに，問題は，応急的なものだけにとどまらない。災害が長期化するに

つれ，応急、的な物件費や災害救済支出のほかに，むしろ長期的に増加する傾

向の強い支出項目が次第に増えてきている。たとえば人件費は，職員の超過

勤務こそ一時より減少してきているものの，災害対策・復興関係部署の新増

設などによって職員の新規採用を増やさざるをえなくなり，職員給が増加し

てきている。また，災害復興事業が次第に本格化してくるにつれ，普通建設

事業などの投資的経費が増加し，それは次には地方債発行の増加と，将来に

おける公債費の負担増にはね返ってくることは必至となっている。

他方，こうした市の財政支出の急増を支える財源の状況はどうであろうか。
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表16の左欄で， 91年度の島原市の歳入状況をみると，歳入合計は169億60百

万円と，対前年度比52%の急増となっている。この歳入の増加率は異常に高

いが，上でみた歳出の増加率56%には及ばない。むしろ，ヨリ問題なのは歳

入の中味である。

自治体を支えるもっとも基幹的財源は，言うまでもなく地方税である。島

原市の場合，歳入総額に占める地方税のウェイトは，ここ10年間ほぼ一貫し

て30%を超えていた。しかし， 91年度は，一転して絶対額で6.3%の減少，

構成比で12%の大幅減少となった。

この市税の減収のなかには，①直接被災者にたいする市税の減免による減

収，②警戒区域設定などに伴う徴収期限延長による減収，及び，①災害の間

接的被害による営業利益や所得の減少に伴う減収分を含む。このうち①だけ

は，当面，特別交付税の交付によって国から補填される建前となっているが，

②及び③については，通常の普通交付税計算による算入以外には特別の補填

措置は存在しなし、。いずれにせよ，地方自治を支える物質的基盤としての地

方税の減収の恒常化は，市の自治基盤を危うくさせていることには変わりは

ない。なお，表には示していないが，国民健康保険税の減収率は市税のそれ

より一層大きく， 20%もの大幅減収となった。

災害発生後，市民は多数の住民団体を組織し，その要求と運動を基礎にし

て，自治体も，市から県へ，県から国へと，下から要求を突きあげる形で，

災害対策の拡充とそのための財源の確保に努めてきた。その結果，国も普通

交付税に加えて，ことに特別交付税の積み増し，地方交付税の繰上げ交付，

活火山法適用等による補助率の嵩上げと補助対象事業の拡大による補助金の

増額，災害復旧事業債の適用枠の拡大等を実施し，さらに県の災害対策基金

の原資にたいする特別起債の許可や利子補給など，従来の災害対策と比べる

と，部分的にはかなり立ち入った財源措置を講じてきた。一方，長崎県も，

市と国との接渉の仲介役となるほか，自らも県支出金を前年度比3.8倍も積

み増してきた。だが，災害にともなって急膨張する市の財政支出の増大には，
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それらの財源措置だけでは不足する。こうして，市は最終的には，自らの財

政調整基金などの取り崩しゃ土地処分金の一般会計への繰り入れなどによっ

て一般財源を補充し，それでも不足する分は，地方債を前年度と比べて7.2

倍も増発することによって急場をしのいだのである。

被災自治体は，このようにして当面は，一方で災害に伴って生じる特別の

財政支出の急増，他方で地方税を主体とする自主財源の弱体化という矛盾か

ら生じる財政ストレスの増大にたいして，国および県からの依存財源の増加

と，これに加えて自己の積立金の取り崩しゃ借金である地方債の増発によっ

て応急的に対応しているといってよい。しかし災害が長期化し，かつ今後

の災害復興が本格化してくる局面では，自治体が下から国を突き動かして財

源確保を図っていくことは，決して容易なことではない。なぜなら，先にも

指摘したように，被災後の国の災害対策は，応急、の救助・救援を除けば，基

本的には公共施設の「復旧」が中心で，個人と同様に自治体に対しでも，災

害からの「復興」は自己責任を建前としているからである。また，スーパー

ダムのような国の巨大直轄事業が動きはじめれば，自治体の施策自体が，住

民サイドの地域復興よりも，ハードな公共土木事業に巻きこまれていく危険

性も否定できない。災害の人為的後遺症を拡大させないためには，自治体の

財政運営の自主性と計画性を確保すると同時に，財政基盤の確立を図ってい

くことが，今後の重大な課題となっているのである。

〔注〕

(1) [""雲仙・避難先転々 9ヵ月， 43歳農業男性自殺，警戒区域の家に戻りJrr朝日新聞~ 1992 

年3月25日。なお，同年1月2日には， 82歳の老女が自殺している。

(2) 高橋和雄『雲仙普賢岳の火山災害における行政・都市システムの対応及び社会的影響

に関する調査』長崎大学工学部社会開発工学科， 1992年， 24ページ。

(3) [""油断・大惨事招く，昼間…スキ突かれる，避難・監視態勢の甘さもJrr西日本新聞』

1991年6月4日。

(4) 都市のライフライン・システムの対応状況については，高橋，前掲書(注2)，49-61 
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ページに詳しい。

(5) 小学生の転出率を91年6月24日時点で地域別にみると，校区に避難対象地域が含まれ

る島原第5小学校，深江大野木場小学校では，各々62.3%，35.7%と，他校と比べて高

くなっている(西原純・斎藤寛「普賢岳の火山活動に伴う小・中学校の児童・生徒数の

変動と火山災害情報j，雲仙火山災害長崎大学調査研究グループ『雲仙火山災害の調査研

究~ {教育特別研究費研究成果》同グループ， 1992年， 116-9ページ)。

(6) 長崎県・島原市・深江町は，長崎大学医療グループの協力をえて，避難住民の災害ス

トレスを含む健康調査を1991年11月(対象者4，115名)と92年6月(同3，772名)の2回実

施している。これによれば，①「ストレス度が高く，注意を要するj，①「ストレス度が

やや高く，幾分注意を要するj，③「ストレス度が普通で，特に問題はない」と判断され

た人の割合は，第 1回調査ではそれぞれ19.8%，47.1%，33.1%，第2回調査では17.0%，

41.1%，41.9%となっている。この結果では，一見，避難住民の心身健康度は僅かながら

改善傾向にあるようにみえる。しかし，災害のない他の通常地域では，この数値は0.6%，

9.2%， 90.2%となっており，両方の地域間に顕著な格差が認められる。また，避難生活

が解除されるとストレス度が低下することからも，自然的災害がきわめて高いストレス

を地域住民に強制していることが推察できる。しかも，災害ストレスに基づく心理的，

精神的，身体的症状や病気は，個人レベルでも，集団レベルでも，最も弱L、部分に最も顕

著に現われやすく，また同一個人でも時間的経過のなかで変動することが指摘されてい

る(太田保之・荒木憲一・川崎ナヲミ・中根充文「長期にわたる自然災害と地域住民の

心身健康対策j(雲仙火山災害の調査研究成果報告会・報告レジュメ)， 1992年9月4日)。

なお，東京大学新聞研究所が1991年8月に警戒区域の居住者1，300人を対象に実施した

アンケート調査によれば，ほぼ2ヵ月に及ぶ避難生活によって，心身の疲労，収入減な

どによって避難生活の継続は「もう限界だと思う」人の割合は40%に達していた。一方，

「状況によっては，まだ続けられると思う」人の割合も38%に及び，避難生活の困難さ

と火砕流・土石流の危険性に挟撃された避難住民の苦汁の選択をうかがうことができる

(東京大学新聞研究所W1991年雲仙岳噴火調査資料』同所， 1992年， 87ページ)。

(7) 島原商工会議所『雲仙普賢岳災害対応報告書(平成3年度H同所， 1991年， 20-26ペー

ジ。

(8) 長崎県商工会連合会『雲仙・普賢岳の噴火災害をのりこえて一小規模事業対策特別

推進事業調査研究報告書』同会， 1993年， 76~84ページ。

(9) 今回の災害発生以前，宿泊客に占める学生の修学旅行や合宿客の割合は，小浜町の
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雲仙地区で約2割であったのに対し，島原地区では約3割と，学生の比率が高かった。

災害前の90年と比べると， 92年の島原地区における一般客の宿泊客数は70%まで回復し

たが，他方学生は115千人から僅か3.5千人へと，以前の 3%にまで激減し，回復の兆し

はまだない。その結果，総数では，島原地区の宿泊客数は災害前の52%の水準にとどまっ

ている(島原市商工観光課『島原市観光客動態調査(平成 4 年)~， 1993年， 13ページ)。

(10) なお，長崎県水産部の資料では， 1992年 8月までの漁具等の被害額は島原市と深江町

を合わせて約52百万円と報告されている(同部「雲仙岳噴火に係る漁業への影響等につ

いてj，1992年 8月)。

。。 この減収被害の要因は漁獲減少によるもので， 1期においては，①海上の警戒区域の
設定(1990年 6月12日"-'9月15日)，②火砕流等の発生にたいする不安，①避難生活(漁

業者の最大時避難世帯数は1990年10月の124世帯)，①漁具被害，等の影響によるものと

推察される。なお，長崎県水産部では，島原市と深江町の1991年 4 月 ~92年 3 月の漁獲

実績額をそれ以前5年度聞の平均額と比較し 1991年度の減収被害額を 4億43百万円と

推計している(向上資料)。

(12) 荒生公雄「雲仙岳周辺に大規模土石流を発生させた1991年6月30日の豪雨活動j(雲仙

火山災害長崎大学研究グループ，前掲書《注5})，28-9ページ。

仲平野克明「災害問題と民事責任一『不可抗力』概念に関連してjIr法経研究~ 32巻 4

号， 1984年 3月， 23-37ページ。

(14)吉開正治郎「雲仙岳噴火災害対策jIrジュリスト~ 987号， 1991年10月 1日， 9ページ。

なお，吉開氏は，国土庁防災局防災企画課総括係長(当時)である。

5 .自然的災害における被害の全体像と被害構造

前節では，雲仙火山災害の特徴について，そこで発生している被害の内容

を，中長期的視点からできるだけ詳しく解明してきた。しかし，そうした多

様な被害の諸相は，火山災害による被害総体の中で一体どのような位置を占

め，被害の全体像を形づくっているのであろうか。また，それら諸種の被害

は，相互にどのように関係しあいながら， トータルとしての被害構造を形成

しているのであろうか。本節では，最後に，改めて本稿における解明を総括
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し，雲仙火山災害を典型事例として究明される自然的災害の被害像および被

害構造について，小論の仮説をとりまとめておこう。

(1) 自然的災害における被害の全体像

災害による被害の全体像について，雲仙火山災害を事例としながら，出来

るだけ一般化した形でシェーマ化すれば，表17のように示すことができょう。

被害像を構成する個々の項目の内容については，すでに雲仙火山災害に即し

て詳しく究明したので再説することは避け，ここでは被害像を捉える視角と

全体の理論的フレームワークを中心に論究しておきたい。

災害による被害の全体像は，大きく絶対的被害と相対的被害とに類別され

る。絶対的被害は，災害の発生にともなって生じる人命の損失や回復不能の

傷病，再生不可能な環境破壊のように，元状に回復することが不可能な，不

可逆的な被害(損失)である。これにたいして，回復可能で可逆的な被害，

あるいは受けた損失を回復するのに充分な代替物が安易に入手可能の被害は，

相対的被害として把握できる。絶対的被害と相対的被害を概念として区別す

るのは，前者が，人命のように再生不能の不可逆的被害であって，事後的に

は取り返すことが不可能だからである。このような被害は，かりに事後にど

んな補償があったとしても，それだけでは不十分であって，被害そのものが

おこらないように予防や対策を講じることが何よりもまず重要である。この

意味では，今回の噴火災害の場合，火砕流により43名の死者・行方不明者を

だしたことには問題が残るにせよ，その後の警戒区域の設定や予報・避難体

制の整備と改善によって，直接の人的な絶対的被害の発生を予防しえている

ことは高く評価されてよい。

一方，相対的被害は，事後的な補償や救済・救援・復旧・復興などの再生

・回復手段が早急かつ充分にとられる場合には，完全またはほぼ完全に回復

される可能性をもっ。しかしかりにその対応が遅れたり，不適切だったり，

不十分な場合には，相対的被害は，直接的被害であれ間接的被害であれ，被
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表17 災害における被害の全体像

絶対的被害 相 対 的 被 量Eコ三

直接的被害 人命の損失 回復可能の傷病

回復不能の傷病 精神的・身体的打撃，パニック

再生不能の 住民被害

環境破壊 生産手段・商品 喪失・破損

(田畑・庖舗・工場等)

環境悪化

道路，鉄道，通信

公共被害 電気，水道，ガス
破損・機能麻痔

学校，公共施設

防災施設

間接的被害 人命の損失等 商工・サービス業間接被害

経済的被害
農林水産業間接被害

失業・就業機会の喪失

付加価値・所得の減少

住民の生活不安，ストレスの増大

社会的被害 家族離散，地域帰属意識の脆弱化

人口流出

行動規制の強制

法制的被害 避難生活の長期化

被害補償の不完全性

行財政的
行政機能の混乱，低下

被害
財政ストレスの増大

自治喪失・中央集権性の強まり

災者や被災地の一般住民，事業主体，自治体などに負担や損失を強制し，被

害を一層拡大させる場合さえありうる。

たとえば，個人のプライパシーが聴覚的に守られず，人間の居住空間とし

ては余りに貧弱な 2戸lのプレハブ飯場様の仮設住宅での避難生活の長期

化は，災害の行先がみえず，被害救済システムが不十分なこととも相侠って，

多数の避難住民のストレスを異常に高め，不健康状態や病気の発症率を増大

させ，時には自殺者の発生などの絶対的被害を生む契機ともなる可能性を
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否定できない。その意味では，相対的被害と絶対的被害との間には必ずしも

裁然と区分できない部分があり，また両者には，連続している側面があるこ

とにも注意が向けられるべきである。なお，仮設住宅を含む避難生活の住環

境は，およそアメニティの確保からは程遠く，抜本的な改善策が必要となっ

ている。

他方，災害による被害は，災害にともなって直裁的・第 1次的に生じる直

接的被害ι派生的・第2次的に生じる間接的被害とに区分される。さらに直
接的被害は，被害対象からみて，住民被害と公共被害とに区分される。住民被

害には，住宅，家財のほか，生産手段としての工場，庖舗，田畑，機械・機器，

及び商品，在庫品などの喪失や破損のように経済計算が可能なものと，それ

以外に，精神的・身体的な傷害や多様なストレスのように必ずしも経済計算

にはなじまないけれども，現実に存在している住民被害とが含まれている。

先述のように，直接的被害のうち住民被害の場合には，農業用施設などの

一部を除けば，その被害の回復は，国による法制上の解釈としては個人責任

(1自力復興J)にゆだねられる。これにたいして，公共被害は，公共インフ

ラストラクチャと，ガス・水道・電気などのライフラインの破損や機能マヒ

などの被害で，原則として制度上の復旧の対象となっている。しかし，今回

の災害の場合には，住民の建物の損壊だけでも1，500棟を上回り，また現在

でも， 3，000人を超える地域住民が，すでに 2年にも及ぶ避難生活を余儀な

くされている。しかも，噴火はいまだいつ終息するか分からず，かりに今す

ぐ噴火が止んでも，今後長期にわって頻発すると予測される土石流の被害か

らのがれることはできない。自力復興の見通しがたたず，その基盤を喪失し

たか，喪失しつつある者に「自己責任」をおしつける。ここには，災害復興

を，事実上個人責任による「自立」にまかせてきた現行責任法体系の限界が

露呈されている。

つぎに，第2次的ないし派生的に生じる間接的被害には，①経済的被害，

②社会的被害，③法制的被害，①行財政的被害がある。
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①経済的被害は，農林水産業や商工・サービス業など地域産業にたいする

波及的・間接的な被害である。雲仙火山災害でみられたように，この種の経

済的被害は，時期的，業種的，地域的，階層的な多様性と不均等性をもちな

がら，中長期的に地域経済にたいして重大なダメージや影響を与えつづけて

いく。さらに，そうした産業的間接被害は，地域の勤労市民の就業機会を喪

失させ，労働者の失業を生み，また付加価値や所得の減少をもたらす。

②社会的被害は，①の被害のように必ずしも経済計算にはなじまないけれ

ども，住民の生活不安，ストレスの増大，家族の離散，家庭不和，地域への

帰属意識や地域共同組織の脆弱化など，地域における住民生活や社会生活に

及ぼす被害である。もち論，災害を契機として，逆に家族や地域への帰属意

識や団結が強まるケースも否定されるべきではない。しかし，雲仙災害のよ

うに，災害が大規模化し，長期化するほど，社会的被害が地域社会に浸透し

ていきやすいことが見落されてはならないのである。

①法制的被害は，現行災害対策の法や制度に内包する矛盾や不備が，被害

者の救済や生活復興に役立つのではなく，逆に被害を拡大する側面のあるこ

とを指摘したものである。たとえば，公的補償なしの警戒区域の設定は，区

域内の住民の経済社会活動を不可能にさせるだけでなく，道路などのインフ

ラ機能のマヒの誘因となって被害を区域外にも拡大させる。また，個人の生

活や財産に対して被害補償が極めて不完全であることが，一方で災害の予防

措置を妨げたり，遅らせ，他方では被災者の災害復興を阻害している。雲仙

火山災害の長期持続的な特性は，こうした現行法制の欠陥を一層鮮やかにう

きだたせている。

①行財政的被害は，災害にともなう被災自治体の行財政ストレスの増大や

地方自治の弱体化が，自治体の行財政運営の困難性を増し，自主性，自律性

を失わせていく傾向や危険性を指摘したものである。雲仙災害の場合にも，

災害が長期化するほど，また大規模化するほど，さらに復興過程が具体化す

るほど，行財政的被害は拡大する可能性が強まっている。
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とはし、ぇ，重要なことは，以上のような間接的被害の場合には，人為的に，

早急かつ効果的な対応や政策が講じられれば，被害の波及や拡大の過程は，

未然に回避または最小限に抑制しうることである。この意味で，今後，直接

的被害からの救援・復旧・復興とともに，間接的被害のこれ以上の拡大を，

公共的，人為的にいかに抑制・制御しうるかが，災害対策の重要なポイント

のlつとなっているといってよし、

(2) 自然的災害の被害構造

前項(1)において提示した自然的災害の被害像は，その全体像ではあるとし

ても，まだ静態的なものにとどまっていた。そこでは，災害における被害相

互の諸関係の総体は，いまだ必ずしも十分には明らかではない。そこで，雲

仙火山災害を事例としながら，自然的災害における被害相互の動態的な全体

構造を，仮説として図式化したのが図3である。

まず，ここでは，噴火という自然的素因が，自然的環境と人為的環境とか

らなる地域経済社会を襲い，その経済社会システムに突然，不作為な変化に

よる破壊や損傷からなる直接的被害を及ぼす。雲仙火山災害の場合，被災地

域が純粋な農山漁村型地域ではなく，むしろこの地方の中心都市である島原

市を主体としていたことは，今回の災害に，農山漁村型災害であるというよ

りも，むしろそれをも包摂した都市型災害としての特徴を強く刻印し，同時

に両者の相互関係をも惹起することになっている。

災害は絶対的被害とともに，他方では相対的被害を生む。後者は，時期的，

地域的，階層的などの多様性をもって，地域経済社会にたいし，不均等に，

直接的ないし間接的被害を与え，派生・拡大してし、く。

直接的な住民被害は，①田畑・工場・広舗などの生産手段の破損と商品・

在庫品・農作物等の損失，②人身の傷病や精神的ダメージ，①住宅被害など

からなり，災害の長期化や大規模化は住民の生活困難やストレスを異常に増

大させていく。他方，直接的被害のうち公共被害は，地域の経済活動や社会
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生活の基盤となっている公共インフラストラクチャ，ライフラインの機能を

破壊ないしマヒさせる。交通系，情報系，水道・ガス・電気，ゴミ処理など

のライフライン系，教育，福祉などの生活系等，生産と生活の基盤システム

全般の機能破損やマヒも，住民の経済活動に多大のダメージを与え，社会生

活を混乱させる。

このようにして，直接的被害の場合には，災害がまず直裁に被災住民の経

済活動や社会生活にダメージを与えてその生活苦と生活困難を増大させ，ま

た社会的生産と共同生活の基盤体系を破損して地域の全般的な社会経済活動

の機能悪化を生み，さらに家族や地域の共同機能を脆弱化させ，地域社会の

災害対応力を弱めていく。その結果，避難対象地域を中心に，地域からの人

表18 島原市の地区別人口の推移 (単位:人， %) 

EE¥¥ヱ 1965 70 75 80 85 90 93 

一
ぷ;z:>;為 5，770 5，352 5，174 5，168 5，257 5，286 5，342 

(-7.2) (-3.3) ( -0.1) 1.7) 0.6) 1.1) 

谷 4，575 4，209 4，291 4，781 5，040 5，100 4，859 
( -8.0) 1. 9) 11. 4) 5.4) 1. 2) (-4.7) 

森 岳 8，840 9，336 9，829 9，722 9，072 8，652 8，496 
5.6) 5.3) (ー1.1) (-6.7) ( -4.6) (-1. 8) 

管= 丘 8，814 8，956 8，871 8，780 8，420 7，793 7，363 
1. 6) (-0.9) ( -1.0) ( -4.1) ( -7.4) ( -5.5) 

白 山 11， 273 10，634 10，552 10，638 9，983 9，590 8，972 
5.7) 0.8) 0.8) ( -6.2) 3.9) (-6.4) 

安 中 5，7(9一1) 5，769 6，079 7，152 7，931 8，362 7，455 
( -0.4) 5.4) 17.7) 10.9) 5.4) (-10.8) 

メ口為 計
45，063 44，256 44，796 46，241 45，703 44，784 42，487 

-1. 8) 1. 2) 3.2) -1. 2) -2.0) -5.1) 

(注)(1) 被災の中心地である水無川沿いの安中地区には，北上木場町，南上木場町，

白谷町，安徳町(南・北・中)，浜の町など20町を含む。また，中尾川沿

いの杉谷地区には，北千本木町，南千本木町，上折橋町，下折橋町など15

町を含む。森岳地区は旧島原村，霊丘地区は旧島原町を含み，現在の島原

市の都心部はこの両地区と白山地区の一部にまたがっている。三会地区は，

主に農業地域。

(2) 各地区の下欄の( )内は，対前増減率的。

(3) 1965年は2月末， 93年は 1月末，他は各年3月末現在の人口数。

(資料)島原市市民課調べ。
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口流出が少なからず生じるのである。(表18)。

以上のような直接的被害とその相互連関過程は，やがて次には第2次的，

派生的な間接的被害を生み，また波及的に被害を拡大していかざるをえない。

産業用施設の破損，住民の住宅被害や被災生活の長期化，幹線道路や鉄道な

どの通行不能と交通規制，公共施設やライフラインの損壊と機能マヒなどは，

2次的，派生的に，間接的な商工業被害，農林水産業被害を惹起し，拡大さ

せていく。こうした産業的被害は，さらに失業，雇用不安，就業機会の喪失，

付加価値や所得の減少をもたらし，これは逆に地域の有効需要を減退させ，

経済的被害に反作用して被害拡大要因となる。また災害は，観光客の減少な

ど，地域外からの有効需要の流入を阻害し，観光関連産業を中心に経済的ダ

メージを与える。こうして，産業的，経済的被害は，第2次，第3次…と，

次つぎに連関的に波及し，被害を拡大させていくのである。

こうした絶対的被害や直接・間接の被害の拡大に対応してとられる災害対

策法制が被害補償や災害復興からみて不完全で，体系的欠陥をもっている場

合には，それが被災者と地域住民の行動や業務活動を規制・統制して生活困

難を増大させるとともに，経済的被害をも拡大させる要因に転化する。さら

に，災害が大規模し，長期化すればするほど，直接の被災住民だけではなく，

広く災害地域の一般住民にも生活上の不安や不便，精神的ストレスを浸透さ

せ，また地域にたいする愛着や帰属意識を薄れさせていく傾向も否定できな

い。そのことは，反作用的に消極的・防衛的な生活行動や企業行動となって

商工業やサービス業にたいする消費や投資を減退させ，経済的被害を拡大さ

せる。それはまた，地域社会や家族の共同生活機能を低下させ，地域からの

人口流出の誘因となっていくのである。

以上のような，絶対的・相対的被害が複合的に連鎖する波及過程は，一方

では，公共部門にたいして，災害に対応する特有の行財政ニーズと負担を急

激に拡大させざるをえない。ことに，住民にもっとも近い基礎的自治体であ

る被災市町村の果たす役割は大きい。にもかかわらず，他方では，災害によ
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る産業経済被害と，その波及による地域経済の混乱や低迷，人口の流出は，

自治体の財政基盤を脆弱化させ，そのもっとも基礎的な財源である地方税収

入の減少をもたらすものである。

一方での支出増と他方での税収減は，国および府県からの多様な依存財源

の増加にもかかわらず必ずしも充分なものではない。それは，自治体財政か

らの一般財源のもち出し，積立金のとり崩し，そして結局は，地方債の増発

と公債費の増加に帰着せざるをえないものとなる。このような財政ストレス

が進むと，自治体は住民の財政ニーズを充たすことが次第にできなくなり，

自治体が本来果たすべき財政機能を低下させ，かつ中央への依存と集権化の

傾向を強めていくのである。財政ストレスは，地域住民の生活困難を深め，

人口流出の加速要因とさえなる。

もちろん，この過程は，災害の種類と規模，持続期間の長短，地域・自治

体の経済力と財政力の強さ，国や府県による財源保障の種類と程度，国によ

る地方への介入や統制の内容と強さ，自治体の自治能力と自律性の高さなど

によって，かなりの幅があり，多様性がある。しかし，財政ストレスの深化

は，自治体による住民生活のための行財政活動を阻害し，住民の生活困難を

増幅させる傾向が強いのである。

以上のように，災害にともなう各種の被害は相互に関連し，波及し，複合

しあいながら，連関的，相乗的な被害の全体構造を形づくっている。複合連

関構造からなる諸種の被害は，そのままに放置しておけば，地域経済社会の

疲弊と活力低下をまねくことはいうまでもない。本来の災害対策は，こうし

た災害における被害の全体構造をふまえて，防災を含む総合的なまちづくり

政策の中に位置づけられなければならないのである。

〔注〕

(1) ここでの被害の全体像の捉え方については，木村春彦の「災害の被害構造Jから貴重

な示唆をえた。木村説は， r災害の原因だけでなく，発生・被害・対策まで含めた構造を
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総合的に明らかにすることは，災害についての認識程度を深め防災対策を効果的に実施

するためにも重要である」との基本的問題意識から災害の構造論の必要性を指摘し，そ

の一環として， r災害の被害構造」を図式化している(木村春彦「災害総論J~法律時報』

(臨時増刊現代と災害)， 49巻4号， 1977年3月， 11ページ)。

木村説の問題意識は，災害を構造的，総合的に解明することが，災害の認識論や政策

論を深めていく上で重要であることを先駆的に指摘したもので，この点は高く評価され

なければならない。筆者も，基本的な問題意識としてはこれに共鳴し，示唆をうけた。

その一方，木村説は，試案としてのシェーマ化は試みているが，理論的・実証的にはま

だ十分に展開されていない。ことに，木村説の「災害の被害構造」については，つぎの

ような難点があると思う。

① 災害による被害について，人命の損失のような絶対的被害(損失)と，それ以外の

回復可能の相対的被害とを区別していない。しかし，両者を区分することは被害の認

識論としても，防災対策論としても不可欠である。

② 間接的被害を視野に入れてはいるが，それはまだ例示にとどまっている。間接的被

害についても，内容的にヨリふみこんで，経済的・社会的・法制的・行財政的被害等

として類型化して捉えられねばならない。

① 木村説の主張するように，被害を構造的に捉えるというのであれば，被害をたんに

類型化するだけではまだ不十分であって，災害による多様な被害の相互的諸関係の総

体として動態的に捉えられなければならない。木村説では，被害を直接的被害と間接

的被害に，また前者を住民被害と公共被害とに類別しているだけで，被害相互間の諸

関連は不明である。災害による被害をヨリ動態的に理解するには，被害の全体像と被

害構造とは，両者の区別と関連のなかで把握されなければならない。以下の小論の仮

説は，雲仙火山災害を典型的な事例としながら，木村説を批判的に摂取しつつ，それ

を一層発展させようとした lつの試みである。

(2) 宮入興一「火山災害における被害と住民生活J(雲仙火山災害長崎大学調査研究グルー

プ『雲仙火山災害の調査研究(第 2 報)~同グループ， 1993年)， 92-5ページ。
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6 .おわりにーまとめと残された課題ー

最後に，以上の考察を要約し，残された課題について述べておきたい。

(1 ) 本研究は，雲仙火山災害を典型事例として，中長期的な視角から，自

然的災害における被害の全体像の把握と被害構造の解明を究極の目的とした。

(2) そのためにまず， r災害の都市化」現象の要因と特徴について明らか
にした。なぜなら，雲仙火山災害は，たしかに一面では農山漁村型災害とし

ての側面をもっているものの，それは主要な側面ではなく，むしろ島原市と

いう，島原半島内の地方中心都市に災害が集中し，かっその周辺地域も大き

な都市化の流れの中にあるもとで起きた都市型災害であることが，今回の災

害の主要な側面だからである。その意味で，雲仙災害は，今日の自然的災害

一般の特徴的傾向を備えている。

(3) こうした「災害の都市化」傾向の視点からみて，行政部門によって公表

されている被害把握の方法には，重大な問題点や欠落点が少なからずみられ

る。われわれは，長崎県災害対策本部の基礎資料を評価し，その問題点を指

摘することによって，被害の全体構造の把握に迫る基本的な視角を得ょうと

した。

長崎県の資料は，従来，災害における公式な被害調査ではなされてこなか

った間接被害について推計し，公表するという先進性をもっている。その点

は高く評価されてよい。しかしその反面，従来からの災害対策法制や財政運

用の建前，とりわけ災害復興がハードな公共施設の復旧に限定され，応急の

救済・救助を除けば，個人補償や災害復興の視点にきわめて乏しい状況を強

く反映して，公式的被害把握の方法には多くの問題点が見い出された。

( 4) このような既存の公式データの批判的検討をとおして得られた雲仙火

山災害における被害の特徴は，①人命の喪失のような再生不能の絶対的被害

(損失)の発生，②長期持続的な大規模災害による道路などの公共インフラ

ストラクチャの機能マヒや悪化，災害と避難生活の長期化による被災住民の
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生活困難の深まり，③商工業被害の甚大性と間接的・波及的拡大，その時期

的，業種的，地域的，階層的に不均等な被害波及傾向と勤労市民の雇用・就

業・所得等への大きなマイナス効果，①都市化の潮流にまきこまれた農漁村

での第 1次産業被害の大規模性と多様性，長期持続性，①現行災害対策法制

度の建前である責任法体系が現実にはうまく機能せず，結果としてこうした

法制度の矛盾や限界から生じる人為的・派生的被害の拡大，⑤災害による自

治体財政基盤の脆弱化と財政支出の急増に起因する財政ストレスの増大と中

央集権性の強まり，等として具体的に要約される。

(5) 以上のような雲仙火山災害における具体的な被害状況の事例分析から，

われわれはそれをヨリ一般化し，自然的災害における被害の全体像として把

握することを試みた。その詳細は前節で論述したので改めて再説することは

しないが，そのポイントは，①再生や回復の不可能な絶対的被害を，再生や

回復の可能な相対的被害と区別して捉えることが重要であること，②相対的

被害については，直接的被害のほか，派生的 2次的な間接的被害を過少評

価してはならないこと，①直接的被害では，公共被害はもちろん，住民被害

についても，身体的・精神的ストレスのように，これまで欠落ないしは軽視

されてきた部分を見落してはならないこと，①間接的被害については，経済

的被害はいうまでもなく重要であるが， しかしそれ以外に，社会的，法制的，

行財政的被害をも考慮することが不可欠であること，などである。

(6) こうして，災害における個々の被害類型は被害の全体像としてトータ

ルに把握されるが，しかしそれだけではまだ十分ではない。各種の被害は相

互に関連しあって被害の全体構造を形成しているからである。このような災

害における被害の相互連関的な全体構造についてのわれわれの仮説は，前節

の図3において複合的被害構造仮説としてシェーマ化して説明したとおりで

ある。この被害構造は，上述(5)の被害の全体像と基本的に対応しており，後

者を動態的に，諸関係の総体として，一貫して捉えようとしているところに

力点と特徴がある。このような被害の複合構造の解明から得られる政策論的
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結論は，災害対策が従来のように国のタテ割の行政や財政資金フローを反映

して，全体の脈絡とおよそ関係なしにバラバラに実施されるのではなく，ヨ

リ中長期的かっ総合的視点にたって，災害の予防から救助・救済・復旧・復

興にいたる総過程として把握され，また防災対策が部分的に切り離されるの

ではなく，地域社会の環境保全からアメニティの確保，都市計画，産業政策，

財政政策など，まちづくりの総体のなかに有機的な連関をもって位置づけら

れることの必要性である。そのためにも，災害の被害構造を各種の災害現象

に即して解明し，現行の災害対策法制度と，国と地方の行財政関係の限界や

改革点を具体的に明らかにしていくことが重要となっているのである。

(7) 最後に，残された課題について，簡潔に付記しておきたい。

第 lに，本稿では，雲仙火山災害を典型的事例として，災害による地域経

済社会や行財政にたいする中長期的な被害や影響の問題をとりあげようとし

た。しかし先に本文でも指摘したように，雲仙災害はいまだ継続中であって，

その具体的な被害像や被害構造の把握には，今後とも持続的な経過観測が不

可欠となる。とりわけ自治体財政は，ょうやく被災後2年目の決算過程には

いるところで，その本格的分析は今後の課題である。

第 2に，本研究で提示した災害による被害の全体像と複合的被害構造につ

いての仮説は，他の自然災害の状況をも常に念頭においていたとはいえ，主

要には雲仙火山災害を典型的事例として帰納法的に抽出したものである。こ

の仮説を，雲仙災害だけではなく，その他の自然的災害の実態分析をとおし

て検証し，理論をヨリ精徹化していくことが必要である。さらに，災害の被

害構造だけでなく，それを災害原因論と結びつけて，災害構造論として展開

していくことが，災害の予防という点からは一層重要な課題となっている。

第3に，災害の予防から災害時の避難，救助，救済，災害後の復旧，復興

にいたる災害の総過程を念頭におきつつ，災害対策をまちづくり政策の総体

のなかに位置づける場合の，具体的な政策提起の課題である。雲仙火山災害

においては，事態はすでにこのような政策課題を，同時並行的に，複数の復興
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シナリオを想定しつつ具体的に提示することを強く求めはじめており，災害

科学を，個別的な分析科学から，総合的な政策科学へと発展させていくこと

は，いまや緊要の課題となっている。
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